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は　　じ　　め　　に

　平素より、本市労働行政の推進に対しまして、格別のご理解とご協力
を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、国内における有効求人倍率は高い水準を維持しておりますが、
求職者の希望職種は業種によりばらつきがあり、さらには、全国的に少
子高齢化が進み、人手不足が大きな問題となっており、室蘭管内におい
ても多くの業種で労働力不足が浮き彫りになっています。
　このような状況の中、平成３１年４月１日より長時間労働の是正や有
給休暇の取得促進など労働環境の改善を求める働き方改革関連法案が施
行されたところです。
　本書は、市内の民間事業所における労働環境・各種制度等の実態を整
理するとともに課題を把握し、勤労者のゆとりある生活の確保などに向
けて今後の労働施策を推進するための基礎資料とすることを目的として
実施し、結果を取りまとめたものです。
　この調査結果は、調査方法や調査内容については限られたものであ
り、実態把握としては不十分な面もありますが、参考資料として、広く
御活用いただければ幸いと存じます。
　本調査に御協力いただきました各事業所の皆様に厚くお礼を申し上げ
ますとともに、今後とも一層のご協力をお願い申し上げます。
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１　調査の目的

２　調査事項
（１）　事業所の概況
（２）　従業員の雇用状況
（３）　賃金
（４）　正規従業員の一時金・諸手当
（５）　正規従業員の労働時間・休暇
（６）　正規従業員の定年・再雇用・退職金
（７）　母性等の保護制度および男女共同参画社会
（８）　障がい者雇用
（９）　パートタイマー
（10）　無期転換ルール
（11）　働き方改革
（12）　外国人労働者の雇用

３　調査期日

４　調査対象

５　調査方法

６　調査回答状況

Ⅰ　調　査　の　概　要

　対象事業所に調査票を送付し、返信用封筒により回収した。

　登別市内の民間事業所における労働環境・各種制度等の実態を整理するとともに課
題を把握し、勤労者のゆとりある生活の確保などに向けて今後の労働施策を推進する
ための基礎資料を得ることを目的とする。

　令和元年１２月末現在で調査を実施。ただし、初任給については平成３１年４月１
日現在で調査を実施。

　市内に所在する民間事業所のうち、従業員５人以上の事業所を対象とし、農業、漁
業、公務及びサービス業のうち飲食店を除いた３６８事業所を対象。
　なお、市内に本店及び支店、営業所がある場合は本店で一括調査を行い、市内に本
店がない場合は、各支店、営業所で調査を行った。

　調査の結果、廃業・所在不明が１７件、従業員５人未満が８件、その他回答が困難
である事業所が４件、調査対象外事業所が３件、あわせて３２件が対象外となり、実
質これらを除外した３３６事業所を対象に調査を実施した結果、３５．７％に当たる
１２０事業所から回答を得た。
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７　用語の説明

　

　

事務職： 技術、労務以外の人で、主として事務、経理、営業的な部門に従事
する人

技術職： 資格を要する作業、または技術的訓練を基礎とした作業に従事する
人（技術職、専門職、大工、電工、整備士、看護師、栄養士等）

労務職： 技術、技能を必要としない単純作業に従事する人（清掃、雑役、警
備、土木作業等）

正規従業員： 期間の定めのない契約により雇用されている人

パートタイマー： パート、アルバイト、またはこれに類似する名称で呼ばれる人       
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１　回答事業所の内訳

　業種別・規模別回収状況 （社）

5 10 20 30 100

～～～～

9 19 29 99

人 人 人 人

建設業 64 60 23 38.3% 13 7 2 1 0 41

製造業 25 24 13 54.2% 5 1 2 3 2 12

卸小売業 104 90 22 24.4% 11 8 1 2 0 82

サービス業 166 157 61 38.9% 21 21 7 6 6 105

その他 9 5 1 20.0% 0 1 0 0 0 8

合計 368 336 120 35.7% 50 38 12 12 8 248

Ⅱ　調　査　結　果

　業種及び従業員規模による各区分毎の調査対象事業所数並びに回答事業所数を示し
たものです。

　調査対象３３６事業所のうち有効回答を得たのは１２０事業所（回答率３５．７％)
です。

規模別回答数
郵

送

事

業

所

数

調
査
対
象
事
業
所
数

回

答

事

業

所

数

回

収

率

未

回

答

事

業

所

数

人

以

上

区　分

60

(17.9%)

24

(7.1%)

90

(26.8%)
157

(46.7%)

5

(1.5%)

調査対象事業所数

合計３３６

単位：社

23

(19.2%)

13

(10.8%)

22

(18.3%)

61

(50.8%)

1

(0.8%)

回答事業所数

合計１２０

単位：社

建設業

製造業

サービス業

建設業

製造業

卸小売業サービス業

その他

卸小

その他
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２　事業所の概況・従業員数

≪正規従業員≫

≪パートタイマー≫

≪派遣社員≫

1 5 10 20 30 100 1 6 20 50 1 6 20 50

～～～～～ ～～～ ～～～

4 9 19 29 99 5 19 49 5 19 49

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

社 23 23 0 1 13 6 2 1 0 8 6 1 1 0 0 0 0 0 0

人 295 254 - 4 77 87 50 36 0 41 8 6 27 0 0 0 0 0 0

社 13 13 0 1 6 1 1 2 2 7 3 3 1 0 1 1 0 0 0

人 619 525 - 4 32 10 23 123 333 93 9 45 39 0 1 1 0 0 0

社 22 22 0 7 7 6 2 0 0 16 9 6 1 0 0 0 0 0 0

人 293 194 - 16 45 84 49 0 0 99 15 47 37 0 0 0 0 0 0

社 61 61 5 9 20 13 6 5 3 50 27 16 4 3 7 3 4 0 0

人 2,891 1,367 - 23 136 163 144 237 664 1,461 73 156 129 1,103 63 10 53 0 0

社 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

人 11 8 - 0 8 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0

社 120 120 5 18 47 26 11 8 5 82 46 26 7 3 8 4 4 0 0

人 4,109 2,348 - 47 298 344 266 396 997 1,697 108 254 232 1,103 64 11 53 0 0
100.0% - 2.0% 12.7% 14.7% 11.3% 16.9% 42.5% 100.0% 6.4% 15.0% 13.7% 65.0% 100.0% 17.2% 82.8% 0.0% 0.0%

57.1% - - - - - - - 41.3% - - - - 1.6% - - - -

社 138 138 - 13 48 35 11 23 8 92 54 19 15 4 9 3 6 0 0

人 3,948 2,525 - 91 295 394 281 472 992 1,358 131 172 447 608 65 9 56 0 0

　従業員数（令和元年１２月末日現在）

正規従業員数 パートタイマー 派遣社員

従業員区分別

対合計

　正規従業員は全従業員４，１０９人のうち５７．１％の２，３４８人を占めており、規模別
では「１００人以上」の５社で９９７人と最も多く、次いで「３０～９９人」の８社３９６人
となっています。
　業種別では、「サービス業」の６１社１，３６７人が最も多く、次いで「製造業」の１３社
５２５人となっています。

　パートタイマーは全従業員４，１０９人のうち４１．３％の１，６９７人を占めており、規
模別では「５０人以上」の３社で１，１０３人と最も多く、次いで「６～１９人」の２６社
２５４人となっています。
　業種別では、「サービス業」の５０社１，４６１人が最も多く、次いで「卸小売業」の１６
社９９人となっています。

　派遣社員は全従業員４，１０９人のうち１．６％の６４人を占めており、規模別では「６～
１９人」の４社で５３人と最も多く、次いで「１～５人」が４社１１人となっています。
　業種別では、「サービス業」の７社６３人が最も多く、次いで「製造業」の１社１人となっ
ています。

区　　分

事
業
所
数合
計
小
計

小
計

小
計０

人
従
業
員
数

人
以
上

人
以
上

人
以
上

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

計

割合（人）

※H29調査時

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。
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３　事業所の概況・各種制度

≪労働組合、労働協約、就業規則≫

≪健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険、健康診断≫

　業種別事業所概況

有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 23 0 23 12 11 20 3 23 0 23 0 23 0 22 1 23 0

製造業 13 5 8 4 9 13 0 13 0 13 0 13 0 13 0 13 0

卸小売業 22 5 17 12 10 21 1 22 0 22 0 20 2 20 2 21 1

サービス業 61 9 52 22 39 55 6 59 2 59 2 60 1 60 1 58 3

その他 1 0 1 0 1 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0

計 120 19 101 50 70 110 10 118 2 118 2 117 3 116 4 116 4

15.8% 84.2% 41.7% 58.3% 91.7% 8.3% 98.3% 1.7% 98.3% 1.7% 97.5% 2.5% 96.7% 3.3% 96.7% 3.3%

15.7% 84.3% 52.6% 47.4% 90.8% 9.2% 98.6% 1.4% 98.6% 1.4% 98.6% 1.4% 97.9% 2.1% 95.7% 4.3%

労
働
組
合

労
働
協
約

就
業
規
則

健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険

労
災
保
険

健
康
診
断

割合

※H29調査時割合

　労働組合のある事業所は回答事業所のうち１５．８％の１９社、労働協約を締結して
いる事業所は、４１．７％の５０社となっています。
　就業規則のある事業所は９１．７％の１１０社となっています。

　社会保険(健康保険、厚生年金)及び労働保険(雇用保険、労災保険)の加入率は、すべ
て９６％以上となっています。
　健康診断については９６．７％の事業所が実施しています。

区　　分

事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

19

(15.8%)

101

(84.2%)

労　 働 　組 　合 単位：社

50

(41.7%)
70

(58.3%)

労 　働 　協 　約

有 無有 無

単位：社
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110

(91.7%)

10

(8.3%)

就　  業　  規 　 則

117

(97.5%)

3

(2.5%)

雇　　用　　保　　険

116

(96.7%)

4

(3.3%)

労　　災　　保　　険

118

(98.3%)

2

(1.7%)

健　　康　　保　　険

厚　　生　　年　　金

116

(96.7%)

4

(3.3%)

健　　康　　診　　断

無有 無有

無有 無有

無有無有

単位：社 単位：社

単位：社 単位：社

単位：社単位：社
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４　従業員数及び前年度からの推移

≪正規従業員≫

従業員数（正規従業員）

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 増減 男女 計 増減

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人 人人 人 人

建設業 23 228 34 262 34 5 39 18 1 19 25 2 27 221 33 254 -8 39 5 44 5

製造業 13 454 65 519 67 5 72 30 7 37 24 7 31 460 65 525 6 66 5 71 -1

卸小売業 22 142 54 196 33 8 41 6 4 10 9 3 12 139 55 194 -2 31 8 39 -2

サービス業 61 713 640 1,353 99 35 134 66 73 139 64 61 125 715 652 1,367 14 91 31 122 -12

その他 1 4 3 7 1 0 1 1 0 1 0 0 0 5 3 8 1 2 0 2 1

計 120 1,541 796 2,337 234 53 287 121 85 206 122 73 195 1,540 808 2,348 11 229 49 278 -9

平成３０年１２月末
全従業員数

令和元年１２月末全従業員数

うち役員を
除く管理職数

うち役員を
除く管理職数

　正規従業員の従業員数は、平成３０年１２月末時点と比べて１１人増加していますが、
業種別での増減をみると「サービス業」の変化が最も大きく１４人の増加、次いで「建設
業」が８人の減少となっています。
　役員を除く管理職数は９人減少していますが、業種別での増減をみると、「サービス
業」の変化が最も大きく１２人の減少、次いで「建設業」が５人の増加となっています。　
　平成３１年中の採用人数及び退職人数は、共に「サービス業」が最も多く、採用人数が
１３９人、退職人数が１２５人となっています。

区　　　分

事
業
所
数
（
R
1
末
）

平成３１年
（令和元年）

中採用人数

平成３１年
（令和元年）

中退職人数

221
460

139

715

533

65

55

652

3
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

令和元年１２月末全従業員数

男性 女性

単位：人
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≪パートタイマー≫

従業員数（パートタイマー）

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 増減

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人

建設業 8 34 9 43 4 1 5 5 2 7 33 8 41 -2

製造業 7 39 59 98 9 3 12 11 6 17 37 56 93 -5

卸小売業 16 26 80 106 12 14 26 6 27 33 32 67 99 -7

サービス業 50 350 1,025 1,375 141 338 479 135 258 393 356 1,105 1,461 86

その他 1 1 1 2 0 3 3 0 2 2 1 2 3 1

計 82 450 1,174 1,624 166 359 525 157 295 452 459 1,238 1,697 73

≪派遣社員≫

従業員数（派遣社員）

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 増減

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人

建設業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

卸小売業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業 7 23 41 64 8 2 10 5 6 11 26 37 63 -1

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 8 23 42 65 8 2 10 5 6 11 26 38 64 -1

平成３０年
１２月末
全従業員数

平成３１年
（令和元年）

中採用人数

平成３１年
（令和元年）

中退職人数

令和元年１２月
末全従業員数

平成３０年
１２月末
全従業員数

平成３１年
（令和元年）

中採用人数

平成３１年
（令和元年）

中退職人数

令和元年１２月
末全従業員数

　パートタイマーの従業員数は、平成３０年１２月末時点と比べて７３人増加していま
すが、業種別での増減をみると「サービス業」の変化が最も大きく８６人の増加、次い
で「卸小売業」が７人の減少となっています。
　平成３１年中の採用人数及び退職人数は、共に「サービス業」が最も多く、採用人数
が４７９人、退職人数が３９３人となっています。

区　　　分

事
業
所
数
（
R
1
末
）

　派遣社員の従業員数は、平成３０年１２月末時点と比べて「サービス業」で１人の減
少となり、他の業種では増減なしとなっています。

区　　　分

事
業
所
数
（
R
1
末
）
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≪男女別従業員数、管理者数≫

従業員数（男女別）
計

社 人 社 人 社 人 人

男 221 33 0 254 86.1% 12.5%
女 33 8 0 41 13.9% 2.0%
計 254 41 0 295 100.0% -
男 460 37 0 497 80.3% 24.5%
女 65 56 1 122 19.7% 5.9%
計 525 93 1 619 100.0% -
男 139 32 0 171 58.4% 8.4%
女 55 67 0 122 41.6% 5.9%
計 194 99 0 293 100.0% -
男 715 356 26 1,097 37.9% 54.2%
女 652 1,105 37 1,794 62.1% 86.1%
計 1,367 1,461 63 2,891 100.0% -
男 5 1 0 6 54.5% 0.3%
女 3 2 0 5 45.5% 0.2%
計 8 3 0 11 100.0% -
男 1,540 459 26 2,025 49.3% 100.0%
女 808 1,238 38 2,084 50.7% 100.0%

120 2,348 82 1,697 8 64 4,109 100.0% -

正規従業員のうち管理職者数（役員を除く）
計 割合（人）

社 人 社 人 人

23 39 23 5 44 15.8%
13 66 13 5 71 25.5%
22 31 22 8 39 14.0%
61 91 61 31 122 43.9%
1 2 1 0 2 0.7%

120 229 120 49 278 100.0%
100.0%
100.0%

正規従業員 パートタイマー 派遣社員

合計

区分 男性管理職者数女性管理職者数

建設業
製造業
卸小売業
サービス業
その他
合計

割合（人） 82.4% 17.6%
※H29調査時割合 75.4% 24.6%

区分
業種別

割合（人）
全体男女別
割合（人）

建設業

23 8 0

製造業

13 7 1

卸小売業

22 16 0

サービス業

61 50 7

その他

1 1 0

小計
120 82 8

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。
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５　新卒者の採用・早期離職の状況

≪平成２９年４月～平成３０年３月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成２９年４月～平成３０年３月に採用した新卒者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 3 0 0 0 3 0 3 2 0 2 0 0 0 5 0 5 8.1%

製造業 4 0 0 0 10 0 10 0 0 0 6 6 12 16 6 22 35.5%

卸小売業 2 0 0 0 2 0 2 2 2 4 1 0 1 5 2 7 11.3%

サービス業 7 0 0 0 1 16 17 3 1 4 4 3 7 8 20 28 45.2%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 16 0 0 0 16 16 32 7 3 10 11 9 20 34 28 62 100.0%

うち令和元年１２月まで（採用後～２年９カ月）の退職者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 1 4.0%

製造業 3 0 0 0 4 0 4 0 0 0 3 1 4 7 1 8 32.0%

卸小売業 2 0 0 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 1 1 2 8.0%

サービス業 4 0 0 0 0 8 8 2 1 3 1 2 3 3 11 14 56.0%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 10 0 0 0 4 8 12 4 2 6 4 3 7 12 13 25 100.0%

令和元年１２月まで（採用後～２年９カ月）の退職者割合

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計

社 ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％

建設業 3 - - - 0.0 - 0.0 50.0 - 50.0 - - - 20.0 - 20.0

製造業 4 - - - 40.0 - 40.0 - - - 50.0 16.7 33.3 43.8 16.7 36.4

卸小売業 2 - - - 0.0 - 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 - 0.0 20.0 50.0 28.6

サービス業 7 - - - 0.0 50.0 47.1 66.7 100.0 75.0 25.0 66.7 42.9 37.5 55.0 50.0

その他 0 - - - - - - - - - - - - - - -

計 16 - - - 25.0 50.0 37.5 57.1 66.7 60.0 36.4 33.3 35.0 35.3 46.4 40.3

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

　平成２９年４月～平成３０年３月に採用した新卒者は１６社６２人で、うち２５人
が令和元年１２月までに退職しており、採用後～２年９カ月に退職した若者の割合は
４０．３％となっています。
　業種別の退職者割合は、「サービス業」が最も多く５０．０％となっています。

区分

事
業
所
数

区分

事
業
所
数

区分

事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。
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≪平成３０年４月～平成３１年３月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成３０年４月～平成３１年３月に採用した新卒者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1.5%

製造業 5 0 0 0 9 1 10 0 2 2 11 4 15 20 7 27 41.5%

卸小売業 3 0 0 0 5 0 5 1 0 1 1 0 1 7 0 7 10.8%

サービス業 10 0 0 0 5 8 13 3 3 6 7 4 11 15 15 30 46.2%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 19 1 0 1 19 9 28 4 5 9 19 8 27 43 22 65 100.0%

うち令和元年１２月まで（採用後～１年９カ月）の退職者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 11.1%

製造業 2 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 2 2 22.2%

卸小売業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 11.1%

サービス業 5 0 0 0 0 3 3 1 0 1 0 1 1 1 4 5 55.6%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 9 0 0 0 2 4 6 1 1 2 0 1 1 3 6 9 100.0%

令和元年１２月まで（採用後～１年９カ月）の退職者割合

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計
社 ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％

建設業 1 0.0 - 0.0 - - - - - - - - - 100.0 - 100.0

製造業 5 - - - 0.0 100.0 10.0 - 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 7.4

卸小売業 3 - - - 20.0 - 20.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 14.3 - 14.3

サービス業 10 - - - 0.0 37.5 23.1 33.3 0.0 16.7 0.0 25.0 9.1 6.7 26.7 16.7

その他 0 - - - - - - - - - - - - - - -

計 19 0.0 - 0.0 10.5 44.4 21.4 25.0 20.0 22.2 0.0 12.5 3.7 7.0 27.3 13.8

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

　平成３０年４月～平成３１年３月に採用した新卒者は１９社６５人で、うち９人が
令和元年１２月までに退職しており、採用後～１年９カ月に退職した若者の割合は１
３．８％となっています。
　業種別の退職者割合は、「建設業」が最も多く１００．０％となっています。

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。
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≪平成３１年４月～令和元年１２月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成３１年４月～令和元年１２月に採用した新卒者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 5 1 0 1 3 0 3 0 0 0 1 0 1 5 0 5 9.1%

製造業 4 0 0 0 4 0 4 0 0 0 7 3 10 11 3 14 25.5%

卸小売業 2 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 1 1 2 3.6%

サービス業 12 0 0 0 4 15 19 1 2 3 9 3 12 14 20 34 61.8%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 23 1 0 1 12 16 28 1 2 3 17 6 23 31 24 55 100.0%

うち令和元年１２月まで（採用後９カ月以内）の退職者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

卸小売業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

サービス業 2 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 0 2 100.0%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 2 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 0 2 100.0%

令和元年１２月まで（採用後９カ月以内）の退職者割合

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計
社 ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％

建設業 5 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 - - - 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0

製造業 4 - - - 0.0 - 0.0 - - - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

卸小売業 2 - - - 0.0 0.0 0.0 - - - - - - 0.0 0.0 0.0

サービス業 12 - - - 25.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 5.9

その他 0 - - - - - - - - - - - - - - -

計 23 100.0 - 100.0 8.3 0.0 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.5 0.0 3.6

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

　平成３１年４月～令和元年１２月に採用した新卒者は２３社５５人で、うち２人が
令和元年１２月までに退職しており、採用後９カ月以内に退職した若者の割合は３．
６％となっています。
　業種別の退職者割合は、「サービス業」が最も多く５．９％となっています。

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数
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《令和２年４月の新卒者採用予定数》

令和２年４月の新卒者採用予定数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 5 1 0 1 5 0 5 0 0 0 0 0 0 6 0 6 11.1%

製造業 5 0 0 0 4 2 6 1 2 3 8 2 10 13 6 19 35.2%

卸小売業 2 0 0 0 0 1 1 4 1 5 0 0 0 4 2 6 11.1%

サービス業 8 0 0 0 3 13 16 0 4 4 2 1 3 5 18 23 42.6%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 20 1 0 1 12 16 28 5 7 12 10 3 13 28 26 54 100.0%

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒 合計

　令和２年４月の新卒者採用予定数は２０社５４人で、業種別では「サービス業」
が最も多く８社２３人、次いで「製造業」の５社１９人となっています。

区分

事
業
所
数

6

13

4 5

6

2

18

0
0

5

10

15

20

25

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

令和２年４月の新卒者採用予定数 

男性 女性

単位：人
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６　令和２年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

令和２年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

区分

事
業
所
数
社

建設業 14

製造業 7

卸小売業 18

サービス業 50

その他 1

計 90

※その他の内容
・募集をしても応募がない
・仕事量を見通せない
・本社、親会社において採用を行っている

従業員が充
足している

ため

業績不振ま
たは経営合
理化のため

新卒者以外
を採用して
いるため

その他

社 社 社 社

3 0 8 3

4 0 1 2

8 1 3 6

24 1 18 7

0 0 1 0

39 2 31 18

割合 43.3% 2.2% 34.4% 20.0%

　令和２年４月に新卒者を採用しない場合の理由として最も多かったのは「従業員が
充足しているため」が３９社、次いで「新卒者以外を採用しているため」が３１社と
なっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

従業員が充足しているため
 41

(42.3%)

業績不振または経営合理化のため
 2

(2.1%)

新卒者以外を採用しているた

め
 33

(34.0%)

その他
 21

(21.6%)

令和２年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由
単位：社

-14-



７　平成３１年１月～令和元１２月に離職した正規従業員の離職理由

平成３１年１月～令和元年１２月に離職した正規従業員の離職理由

区分

事
業
所
数

社

建設業 11

製造業 7

卸小売業 9

サービス業 29

その他 0

計 56

定
年

妊
娠
・
出
産
・
育
児

介
護

け
が
・
病
気

ス
ト
レ
ス
・
う
つ

懲
戒
解
雇

そ
の
他
自
己
都
合
等

合
計

人 人 人 人 人 人 人 人

5 0 0 0 0 0 15 20

4 0 0 0 0 1 31 36

0 1 0 2 0 0 9 12

8 1 3 3 0 1 313 329

0 0 0 0 0 0 0 0

17 2 3 5 0 2 368 397

割合 4.3% 0.5% 0.8% 1.3% 0.0% 0.5% 92.7% 100.0%

　平成３１年１月～令和元年１２月に離職した正規従業員数は５６社３９７人で、理
由別では、「その他の自己都合等」が最も多く３６８人、次いで「定年」の１７人と
なっています。
　業種別では、「サービス業」が最も多く２９社３２９人、次いで「製造業」の７社
３６人となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

定年

17
(4.3%)

妊娠・出産・育児

2
(0.5%)

介護

3
(0.8%) けが・病気

5
(1.3%)

懲戒解雇

2
(0.5%)

その他自己都合等

368
(92.7%)

単位：人平成３１年１月～令和元年１２月に離職した正規従業員の離職理由
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８　労働力の充足状況

労働力の充足状況

区分

事
業
所
数
社

建設業 23

製造業 13

卸小売業 22

サービス業 61

その他 1
活
用

計 120 9

充足し
ている

不足し
ている

過剰で
ある

無回答

社 社 社 社

4 18 0 1

6 7 0 0

10 12 0 0

37 24 0 0

1 0 0 0

58 61 0 1

割合 48.3% 50.8% 0.0% 0.8%

※H29調査時割合 7.5% 8.3% 84.2% -

　労働力が「充足している」のは１２０社中５８社となっています。
　業種別では、「サービス業」が最も多く３７社となっています。　

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％
にならない場合があります。

充足している

58
(48.3%)

不足している
61

50.8%

無回答
1

0.8%

労働力の充足状況 単位：社
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９　派遣社員の活用状況

派遣社員の活用状況

区分

事
業
所
数
社

建設業 23

製造業 13

卸小売業 22

サービス業 61

その他 1
活
用

計 120 9

活用し
ている

活用を
検討

活用予
定なし

無回答

社 社 社 社

1 2 19 1

1 0 12 0

1 0 21 0

6 4 50 1

0 0 1 0

9 6 103 2

割合 7.5% 5.0% 85.8% 1.7%

※H29調査時割合 7.5% 8.3% 84.2% -

　派遣社員を「活用している」のは１２０社中９社となっています。
　業種別では、「サービス業」が最も多く６社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％
にならない場合があります。

活用している

9
(7.5%)

活用を検討
6

5.0%

活用予定なし
103

85.8%

無回答
2

1.7%

派遣社員の活用状況 単位：社
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１０　雇用について問題を感じていること

雇用について問題を感じていること（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 23

製造業 13

卸小売業 22

サービス業 61

その他 1

計 120

人材の
確保が
難しい

若年層
の定着
率が低
い

従業員
の高齢
化

人件費
が高い

労働時
間の短
縮が難
しい

福利厚
生を充
実させ
る余裕
がない

技術の
継承が
難しい

特に
ない

そ
の
他

無
回
答

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

19 9 16 3 5 2 11 1 0 0

9 2 7 3 3 0 5 1 0 0

14 4 5 3 5 1 2 2 2 1

43 13 29 11 10 1 11 4 0 0

0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

85 28 57 20 23 4 29 9 2 1

割合 32.9% 10.9% 22.1% 7.8% 8.9% 1.6% 11.2% 3.5% 0.8% 0.4%

　「人材の確保が難しい」が最も多く８５社、次いで「従業員の高齢化」が５７社
となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

人材の確保が難しい

85
(32.9%)

若年層の定着率が低い

28

(10.9%)
従業員の高齢化

57

(22.1%)

人件費が高い

20
(7.8%)

労働時間の短縮が難しい

23
(8.9%)

福利厚生を充実させる余
裕がない

4
(1.6%)

技術の継承が難しい

29
(11.2%)

特にない
11

(4.0%)

その他

2
(0.8%)

無回答
1

0.4%

雇用について問題を感じていること 単位：社
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１１　インターンシップ受け入れの意向

インターンシップ受け入れの意向

区分

事
業
所
数

社

建設業 23

製造業 13

卸小売業 22

サービス業 61

その他 1

計 120

受け入れ
てもよい

条件次第
では受け
入れても
よい

受け入れ
たいが状
況により
難しい

受け入れ
たくない

無回答

社 社 社 社 社

3 10 8 2 0

2 3 3 4 1

4 4 7 6 1

16 14 22 6 3

0 1 0 0 0

25 32 40 18 5

割合 20.8% 26.7% 33.3% 15.0% 4.2%

※H29調査時割合 18.8% 25.6% 35.3% 20.3% -

　インターンシップを「受け入れてもよい」または「条件次第では受け入れてもよい」
としているのは１２０社中５７社で、最も多いのは「サービス業」の３０社、次いで
「建設業」の１３社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると、「受け入れてもよい」または「条件次第では受け
入れてもよい」事業所が２．０％増加しています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

受け入れてもよい

25
(20.8%)

条件次第では受け入
れてもよい

32
(26.7%)受け入れたいが状況により難しい

40

(33.3%)

受け入れたくない

18

(15.0%)

無回答
5

4.2%

インターンシップ受け入れの意向 単位：社
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１２　新卒者（正規従業員）の初任給

≪新卒者（正規従業員）の平成３１年４月１日現在の初任給≫

（事務系）

男 女 男 女 男 女 男 女

社 円 円 円 円 円 円 円 円

建設業 2 171,500 171,500 171,500 173,000 170,000 - 170,000 170,000

製造業 6 160,000 160,000 165,425 164,340 168,725 168,725 190,300 190,300

卸小売業 8 153,700 153,700 155,077 153,792 164,891 163,947 177,070 176,937

サービス業 18 138,500 138,500 159,188 153,029 168,500 166,278 180,900 178,950

その他 0 - - - - - - - -

95.6% 99.2% 102.3% 104.5% 100.1% 102.3% 100.5% 103.3%

163,144 157,144 159,076 154,081 167,927 162,570 178,683 173,293

（技術系）

男 女 男 女 男 女 男 女

社 円 円 円 円 円 円 円 円

建設業 7 216,600 199,900 218,067 189,800 224,750 - 225,000 210,000

製造業 5 160,000 160,000 165,425 165,425 168,725 168,725 185,300 186,625

卸小売業 7 160,000 160,000 157,492 157,062 163,990 160,862 193,166 195,708

サービス業 11 220,000 220,000 176,000 181,286 192,000 188,788 196,663 193,571

その他 0 - - - - - - - -

108.7% 110.4% 107.6% 105.8% 107.2% 98.6% 104.9% 103.4%

174,055 167,491 166,587 163,817 174,834 175,279 190,615 190,033

（労務系）

男 女 男 女 男 女 男 女

社 円 円 円 円 円 円 円 円

建設業 2 194,900 194,900 194,900 189,800 200,000 - 200,000 200,000

製造業 5 160,000 160,000 159,460 160,233 162,633 162,633 177,167 177,167

卸小売業 5 160,000 160,000 156,000 156,000 175,833 161,500 192,600 184,800

サービス業 13 189,000 - 173,020 167,638 172,800 172,800 182,388 182,388

その他 0 - - - - - - - -

97.8% 97.2% 101.2% 100.6% 99.7% 93.2% 99.7% 98.6%

179,858 176,555 168,738 167,390 178,338 177,788 188,640 188,720

中　学　卒 高　校　卒 短　大　卒 大　学　卒

※H29調査時比

※H29調査時平均

中　学　卒 高　校　卒 短　大　卒 大　学　卒

※H29調査時比

※H29調査時平均

中　学　卒 高　校　卒 短　大　卒 大　学　卒

※H29調査時比

※H29調査時平均

区　　分

事
業
所
数

平均
34

155,925 155,925 162,797 161,040 168,029 166,317 179,568 179,047

区　　分

事
業
所
数

平均
30

189,150 184,975 179,246 173,393 187,366 172,792 200,032 196,476

区　　分

事
業
所
数

平均
25

175,975 171,633 170,845 168,418 177,817 165,644 188,039 186,089

（合計）

（合計）

（合計）
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１３　平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

社歳 歳 歳 歳 歳 歳 円 円 円 円 円 円

建設業 21 44.0 50.9 47.4 - 49.1 50.0 357,700 206,339 343,618 - 304,311 211,333

製造業 12 48.5 47.8 44.3 33.2 38.2 41.5 352,501 201,319 307,070 276,408 252,255 225,475

卸小売業 16 48.0 45.3 40.1 44.0 42.7 46.4 335,949 223,055 311,777 323,062 294,941 175,944

サービス業 50 45.9 43.5 45.4 46.2 43.8 40.1 278,093 213,227 341,071 241,030 281,398 221,990

その他 1 - 49.0 - - 38.0 - - 198,000 - - 292,600 -

平均 100 46.6 47.3 44.3 41.1 42.4 44.5 331,061 208,388 325,884 280,166 285,101 208,686

103.1% 105.3% 98.0% 93.3% 98.5% 108.0% 113.0% 101.6% 111.9% 111.6% 109.9% 105.8%

45.2 44.9 45.2 44.1 43.0 41.2 293,016 205,057 291,192 251,044 259,441 197,184

平　均　年　齢 平　均　給　与　月　額

事務系 技術系 労務系 事　務　系 技　術　系 労　務　系

※H29調査時比

※H29調査時平均

　平均年齢は、技術系女性の４１．１歳が最も若く、次いで労務男性の４２．４歳と
なっています。業種別では「製造業」の技術系女性が３３．２歳と最も若く、次いで
「その他」の労務系男性の３８．０歳となっています。
　平均給与月額は、事務系男性が３３１，０６１円と最も高く、次いで技術系男性が
３２５，８８４円となっています。業種別では「建設業」の事務系男性が３５７，７
００円と最も高く、次いで「製造業」の事務系男性が３５２，５０１円となっていま
す。

区　　　分

事
業
所
数

（合計）
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１４　平均年齢・平均時間給（パートタイマー）

平均年齢・平均時間給（パートタイマー）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

社歳 歳 歳 歳 歳 歳 円 円 円 円 円 円

建設業 7 47.0 50.0 52.0 - 57.0 - 1,410 959 1,630 - 1,035 -

製造業 7 57.8 49.4 66.7 67.0 51.7 45.3 - 887 - - 957 906

卸小売業 17 62.4 45.1 47.5 50.0 51.8 46.2 861 885 638 1,336 985 877

サービス業 47 56.4 47.6 42.6 51.5 64.8 50.8 1,052 911 1,058 1,069 949 936

その他 1 - - - - - - - 861 - - - 861

平均 79 55.9 48.0 52.2 56.2 56.3 47.5 1,108 901 1,109 1,203 982 895

111.1% 105.8% 95.4% 122.6% 102.8% 95.1% 87.9% 101.5% 86.1% 108.4% 108.7% 101.6%

50.3 45.4 54.7 45.8 54.8 49.9 1,260 888 1,288 1,109 903 881

平　均　年　齢 平　均　時　間　給

事務系 技術系 労務系 事　務　系 技　術　系 労　務　系

※H29調査時比

※H29調査時平均

　平均年齢は、労務系女性の４７．５歳が最も若く、次いで事務系女性の４８．０歳
となっています。業種別では「サービス業」の技術系男性が４２．６歳と最も若く、
次いで「卸小売業」の事務系女性が４５．１歳となっています。
　平均時間給では、技術系女性が１，２０３円と最も高く、次いで技術系男性が１，
１０９円となっています。業種別では「建設業」の技術系男性が１，６３０円と最も
高く、次いで「建設業」の事務系男性が１，４１０円となっています。

区　　　分

事
業
所
数

（合計）
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１５　一時金（正規従業員）

一時金の支給状況

有 支給率 支給額 無 有 支給率 支給額 無 有 支給率 支給額 無
社社 月 円 社 社 月 円 社 社 月 円 社

建設業 22 17 1.1 260,286 5 19 1.1 277,980 3 6 1.5 354,200 14

製造業 13 12 1.4 292,994 1 12 2.3 486,040 1 3 1.4 243,447 7

卸小売業 21 15 1.9 416,217 6 15 2.1 503,391 6 5 0.8 177,682 15

サービス業 57 51 1.7 346,188 6 52 1.6 337,390 5 16 0.6 163,579 39

その他 1 1 1.0 400,000 0 1 1.5 385,000 0 0 - - 0

84.2% - - 15.8% 86.8% - - 13.2% 28.6% - - 71.4%

110 1.4 285,832 26 113 1.5 346,806 23 31 1.1 272,377 100

80.9% - - 19.1% 83.1% - - 16.9% 23.7% - - 76.3%

夏　期　手　当 年　末　手　当 決算（期末）手当

割合

※H29調査時平均

※H29調査時割合

　夏期手当は回答があった事業所のうち８４．２％の９６社が支給しており、平均支
給額は３４３，１３７円となっています。
　年末手当は回答があった事業所のうち８６．８％の９９社が支給しており、平均支
給額は３９７，９６０円となっています。
　決算（期末）手当は回答があった事業所のうち２８．６％の３０社が支給してお
り、平均支給額は２３４，７２７円となっています。

区　　分

事
業
所
数

平均 114 96 1.4 343,137 18 99 1.7 397,960 15 30 1.1 234,727 75

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

3.7

5.1
4.7

3.9

2.5

4.2

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他 平均

一時金年間支給率 単位：月分

（合計）
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１６　家族手当（正規従業員）

家族手当の支給状況

配偶者 第１子 第２子 第３子 第４子 父母

社社円 円 円 円 円 円 社社

建設業 23 10 9,889 5,625 5,000 4,833 4,833 - 12 1

製造業 13 12 9,889 5,727 5,550 4,911 4,775 5,000 1 0

卸小売業 22 12 21,111 4,278 4,056 3,944 4,300 5,750 9 1

サービス業 61 32 18,640 5,466 4,907 4,167 3,824 4,800 24 5

その他 1 1 10,000 5,000 5,000 5,000 5,000 - 0 0
(合計)

120
55.8% - - - - - - 38.3% 5.5%

85 11,194 5,830 5,049 4,867 5,035 3,857 52 -

62.0% - - - - - - 38.0% -

支　　給　　内　　容

割合

※H29調査時平均

※H29調査時割合

　「支給している」事業所は１２０社のうち５５．８％の６７社で、平均支給額は
配偶者の１３，９０６円が最も高く、次いで第１子、父母、第２子、第３子、第４
子の順になっています。
　また、「支給していない」事業所は、４６社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると「支給している」事業所が６．２％減少してい
ます。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

平均
67 13,906 5,219 4,902 4,571 4,546 5,183 46 7

配偶者 第1子 第2子 第3子 父母第4子

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他 平均

家族手当の支給額 
単位：円

（合計） （合計） （合計）
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１７　通勤手当（正規従業員）

通勤手当の支給状況

全額支給
実費に上
限を設け
て支給

距離に
応じて
支給

その他 平均額

社 社 社 社 社 社 円 社 社

建設業 23 16 1 5 8 2 13,955 7 0

製造業 13 12 1 1 9 1 5,508 1 0

卸小売業 22 16 2 2 10 2 9,994 4 2

サービス業 61 56 4 17 30 5 8,297 0 5

その他 1 1 0 0 0 1 - 0 0

9,438

84.2% 7.9% 24.8% 56.4% 10.9% - 10.0% 5.8%

支　　給　　内　　訳

割合

　「支給している」事業所は１２０社のうち８４．２％の１０１社で、そのうち全
額支給している事業所が８社、実費に上限を設けて支給している事業所が２５社、
距離に応じて支給している事業所が５７社、その他が１１社で、平均支給額は９，
４３８円となっています。
　また、「支給していない」事業所は１０％の１２社となっています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

合計 120 101 8 25 57 11 12 7

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

69.6%

92.3%

72.7%
91.8%

100.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他

通勤手当の支給状況 支給割合

(平均)
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１８　燃料手当（正規従業員）

燃料手当の支給状況

社 社 円 円 社 社

建設業 23 4 92,075 44,200 19 0

製造業 13 9 103,661 40,839 4 0

卸小売業 22 10 118,438 40,543 10 2

サービス業 61 27 94,242 55,317 29 5

その他 1 0 - - 1 0
（合計） （合計） （合計） （合計）

120 50 102,104 45,225 63 7

41.7% - - 52.5% 5.8%

支　給　年  額

割合

　「支給している」事業所は１２０社のうち４１．７％の５０社で、世帯主の平均支給年
額は１０２，１０４円、非世帯主の平均支給年額は４５，２２５円となっています。
　また、「支給ていない」事業所は５２．５％の６３社となっています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答世帯主 世帯主以外

平均

17.4%

69.2%

45.5% 44.3%

0.0%0%

20%

40%

60%

80%

100%

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他

燃料手当の支給状況 支給割合
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１９　住居手当（正規従業員）

住居手当の支給状況

持　家 借　家 その他 持　家 借　家 その他

社社 円 円 円 円 円 円 社 社

建設業 23 7 19,700 18,750 24,333 15,000 10,000 10,000 16 0

製造業 13 8 10,329 9,050 6,750 9,900 7,250 7,500 5 0

卸小売業 22 6 9,500 15,667 17,000 4,000 4,000 4,000 15 1

サービス業 61 29 23,767 20,325 19,744 14,880 14,007 12,708 27 5

その他 1 1 - 10,000 - - - - 0 0

（合計）

120

42.5% - - - - - - 52.5% 5.0%

64 16,927 17,943 9,274 6,604 5,509 4,274 74 -

46.4% - - - - - - 53.6% -

支　　　給　　　内　　　訳

世　　　帯　　　主 世　帯　主　以　外

割　合

※H29調査時平均

※H29調査時割合

　「支給している」事業所は１２０社のうち４２．５％の５１社で、世帯主の平均支給額
は、持家で１５，８２４円、借家で１４，７５８円、その他で１６，９５７円、世帯主以外
の場合、持家で１０，９４５円、借家で８，８１４円、その他で８，５５２円となっていま
す。
　また、「支給していない」事業所は５２．５％の６３社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると「支給している」事業所が３．９％減少しています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

平均
51 15,824 14,758 16,957 10,945 8,814 8,552 63 6

30.4%

61.5%

27.3%

47.5%

100.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他

住居手当の支給状況 支給割合

（合計） （合計）
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２０　拘束時間、休憩時間、時間外勤務（正規従業員）

≪拘束時間≫

≪休憩時間≫

≪時間外勤務≫

拘束時間、休憩時間、時間外勤務時間（正規従業員）

（１週間当たり） （１週間あたり） （１カ月平均）

社　　時間　　分 　　時間　　分 　　時間　　分

建設業 22 42時間30分 6時間2分 12時間50分

製造業 13 43時間10分 5時間27分 22時間50分

卸小売業 20 43時間0分 5時間49分 20時間10分

サービス業 54 41時間30分 5時間28分 17時間20分

その他 1 48時間0分 8時間0分 10時間0分
（合計）

110

42時間47分 6時間14分 16時間48分

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

h #REF! #REF! #REF!

m #REF! #REF! #REF!

※H29調査時平均

　１週間当たりの拘束時間（休憩時間を含む）については平均４２時間１８分となって
おり、業種別では、「その他」の４８時間０分が最も長く、次いで「製造業」の４３時
間１０分となっています。

　１週間当たりの休憩時間については、平均５時間４０分となっており、業種別では
「製造業」が５時間２７分と最も短く、次いで「サービス業」が５時間２８分となって
います。

　１カ月の平均時間外勤務時間については、１７時間３４分となっており、業種別では
「製造業」が２２時間５０分と最も長く、次いで「卸小売業」の２０時間１０分となっ
ています。
　平成２９年度調査時と比較すると、１週当たりの拘束時間は２９分減少、１週間当た
りの休憩時間は３４分減少、１カ月の平均時間外勤務時間は４６分増加しています。

区　　分

事
業
所
数

拘 束 時 間
（休憩時間を含む）

休 憩 時 間 時間外勤務時間

平均 42時間18分 5時間40分 17時間34分
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２１　週休２日制（正規従業員）

週休２日制の実施状況

完　

全

月
３
回

月
２
回

月
１
回

そ
の
他

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

社社社社社社社社社社社社

建設業 23 19 7 0 5 4 3 4 0 2 2 0

製造業 13 13 6 1 5 0 1 0 0 0 0 0

卸小売業 22 19 8 0 6 0 5 1 0 0 1 2

サービス業 61 44 21 3 9 2 9 11 3 1 7 6

その他 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

合計 120 96 42 4 25 6 19 16 3 3 10 8

80.0% - - - - - 13.3% - - - 6.7%

週　休　２　日　制

内　　　　　訳 内　　訳

割合

　週休２日制を「実施している」事業所は１２０社のうち８０．０％の９６社で、う
ち「完全実施｣が４２社、「月３回」が４社、「月２回」が２５社、「月１回」が６
社、「その他」が１９社となっています。
　また、「実施していない」事業所は１３．３％の１６社となっています。

区　　分

事
業
所
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

19

13

19

44

1

4

1

11

2

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

週休２日制の実施状況 

実施していない実施している

 

 

単位：社

無回答
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２２　祝日（正規従業員）

祝日について

社社社社 社

建設業 23 10 6 6 1 ※その他の内容

製造業 13 6 5 2 0 ・変形労働制

卸小売業 22 9 2 7 4 ・シフト制

サービス業 61 30 9 16 6 ・基本的に出勤日となっている

その他 1 0 0 1 0 ・会社カレンダーによる

合計 120 55 22 32 11 ・正月やゴールデンウィークのみ休み

45.8% 18.3% 26.7% 9.2% ・現場の状況等による

62 24 49 -

45.9% 17.8% 36.3% -

祝　日

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　祝日については、「全部休み」が１２０社のうち４５．８％の５５社、「一部休み」
が１８．３％の２２社となっています。また、「その他」は２６．７％の３２社となっ
ています。
　平成２９年度調査時と比較すると、「全部休み」が０．１％減少しています。

区　　分

事
業
所
数

全
部
休
み

一
部
休
み

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

10

6

9

30

6

5

2

9

6

2

7

16

1

1

4

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

祝日について 

全部休み 一部休み その他

単位：社

無回答
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年次有給休暇制度

1年 3年 5年 7年 10年 15年 20年 30年

社社 ％ 日 日 日 日 日 日 日 日 日 社 社

建設業 23 16 72.7 9.9 12.3 15.4 17.7 18.5 19.1 19.5 20.5 22.7 6 1

製造業 13 13 100.0 9.7 12.0 15.5 18.2 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 0 0

卸小売業 22 18 94.7 10.2 13.3 16.1 18.7 18.6 18.6 17.3 18.6 17.8 1 3

サービス業 61 55 98.2 10.3 13.4 16.8 18.8 19.0 19.6 19.6 19.6 21.7 1 5

その他 1 1 100.0 10.0 - - - - - - - - 0 0
（合計） （合計） (合計）

120 8 9

85.8% - - - - - - - - - - 6.7% 7.5%

121 89.6 10.5 13 17.1 18.7 19.4 19.6 19.7 19.8 20.7 14 －

89.6% - - - - - - - - - - 10.4% －

２３　『労働基準法』により付与が義務づけられている年次有給休暇の付与日数

内　　　　　　　　　　　訳

勤　　　続　　　年　　　数

割合

※H29調査時平均

※H29調査時割合

　年次有給休暇を「付与している」事業所は１２０社のうち８５．８％の１０３社で、勤続
年数別平均付与日数は、１年目で１０．０日、３年目で１２．７日、５年目で１５．９日な
どとなっています。また、年次有給休暇を付与していない事業所は６．７％の８社となって
います。
　平成２９年度調査時と比較すると、「付与している」と回答した事業所は３．８％減少し
ています。

区　　分

事
業
所
数

付
与
し
て
い
る

付
与
し
て
い
な
い

無
回
答

最高
付与
日数

平均 103 － 10.0 12.7 15.9 18.3 19.0 19.3 19.1 19.7 20.6 

16

13

18

55

1

6 

1 

1 

1

3

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

年次有給休暇制度

付与していない 付与している

 

 

単位：社

無回答
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２４ 定年制度

定年制度

社社歳社社

建設業 23 16 62.8 7 0

製造業 13 12 60.6 1 0

卸小売業 22 15 60.4 5 2

サービス業 61 46 61.6 10 5

その他 1 1 60.0 0 0

合計 120 90 61.1 23 7 75.00%

75.0% - 19.2% 5.8%

111 64.5 27 - ######

80.4% - 19.6% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　定年制度が「ある」事業所は１２０社のうち７５．０％の９０社で、定年制度が
「ない」事業所は１９．２％の２３社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると、定年制度が「ある」事業所は５．４％減少し
ています。

区　　分

事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

年
齢

16

12

15

46

1

7

1

5

10

2

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

定年制度

ない

単位：社

ある 無回答
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２５　高年齢者の６５歳までの安定した雇用の確保を目的とした『高年齢者雇用安定法』

　　　への対応

『高年齢者雇用安定法』への対応（複数回答可）

社 社 社 社 社 社 社社社

建設業 23 4 12 0 2 1 1 2 3 4 2

製造業 13 2 7 0 2 1 0 0 1 3 0

卸小売業 22 4 13 1 0 1 0 2 3 1 2

サービス業 61 7 39 1 1 6 1 6 6 8 6

その他 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0

合計 120 17 71 2 5 10 2 10 13

14.2% 59.2% 1.7% 4.2% 8.3% 1.7% 8.3% 10.8%

　『高年齢者雇用安定法』に「対応済みである」事業所は１２０社のうち７５．１％の９０社
となっています。

対応済みである 対応する予定である

割合

区　　分

事
業
所
数

対
応
す
る
予
定
は

な
い

無
回
答

定
年
年
齢
の

引
き
上
げ

継
続
雇
用
制

度
を
導
入

定
年
制
度
を

廃
止

定
年
年
齢
の

引
き
上
げ

継
続
雇
用
制

度
を
導
入

定
年
制
度
を

廃
止

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場
合があります。

3

1

3

6

4

3

1

8

1

2

2

6

3

1

3

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

『高年齢者雇用安定法』への対応 

対応済みである 対応する予定である

 

 

対応する予定はない

単位：社

無回答
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２６　退職金制度

退職金制度（複数回答）

社社社社社社社社

建設業 23 21 3 7 16 0 2 2

製造業 13 13 8 1 6 0 3 0

卸小売業 22 20 12 1 5 1 1 2

サービス業 61 50 30 2 17 0 2 11

その他 1 1 1 0 0 0 0 0

合計 120 105 54 11 44 1 8 15 87.50%

87.5% - - - - - 12.5%

116 - - - - - 17 ######

87.2% - - - - - 12.8%

　退職金制度の「ある」事業所は、１２０社のうち８７．５％の１０５社となっていま
す。
　平成２９年度調査時と比較すると、退職金制度の「ある」事業所は０．３％増加して
います。

内　　容

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

区　　分

事
業
所
数

あ
る

な
い

自
社
独
自

特
退
共

中
退
共

慣
例
等

そ
の
他

21

13

20

50

1

2

2

11

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

退職金制度 

ある ない

単位：社
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２７　今後の高齢者の雇用

今後の高齢者の雇用

社社社 社社

建設業 23 1 22 0 0

製造業 13 0 12 1 0

卸小売業 22 4 16 0 2

サービス業 61 8 44 3 6

その他 1 0 1 0 0

合計 120 13 95 4 8

10.8% 79.2% 3.3% 6.7%

12.2% 84.0% 3.8% -

割合

※H29調査時割合

　今後の高齢者の雇用について、「現状維持」が１２０社のうち７９．２％の９５社と
最も多く、次いで「増やしたい」が１０．８％の１３社、「減らしたい」が３．３％の
４社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると「増やしたい」事業所が２．４％減少しています。

区　　分

事
業
所
数

増
や
し
た
い

現
状
維
持

減
ら
し
た
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

1

4

8

22

12

16

44

1

1

3

2

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の高齢者の雇用 

増やしたい 現状維持 減らしたい

単位：社

無回答
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２８　生理休暇制度

≪生理休暇制度≫

≪正規従業員による生理休暇制度の利用状況≫

生理休暇制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給
 

一
部
有
給

無
給

社社社社社社社社社社

建設業 23 6 2 2 2 1 1 0 0 16

製造業 13 5 0 1 4 0 0 0 0 8

卸小売業 22 7 2 0 5 2 0 1 1 13

サービス業 61 32 12 4 16 2 0 1 1 27

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合計 120 50 16 7 27 5 1 2 2 65
41.7% - - - 4.2% - - - 54.2%

正規従業員による生理休暇制度の利用状況

取
得
人
数

取
得
日
数

社人日

建設業 1 3 2

製造業 0 0 0

卸小売業 0 0 0

サービス業 1 1 1

その他 0 0 0

合計 2 4 3

法に従って措置している 全部または一部措置していない

条件 条件

割合

　生理休暇制度を「法に従って措置している」事業者は１２０社のうち４１．７％の
５０社で、そのうち「有給」が１６社、「一部有給」が７社、「無給」が２７社と
なっています。

　正規従業員による生理休暇制度の利用状況は、合計取得人数は４人、合計取得日数
は３日となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

区　　分

事
業
所
数

生理休暇制度

法に従って

措置している

全部または一部

措置していない

6

5

7

32

1

2

2

16

8

13

27

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

生理休暇制度 単位：社

無回答
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２９　産前産後休暇制度

≪産前産後休暇制度≫

≪正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況≫

産前産後休暇制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給
 

一
部
有
給

無
給

社社社社社社社社社社

建設業 23 6 2 1 3 2 1 1 0 15

製造業 13 4 0 0 4 0 0 0 0 9

卸小売業 22 9 4 0 5 0 0 0 0 13

サービス業 61 33 6 3 24 0 0 0 0 28

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合計 120 52 12 4 36 2 1 1 0 66
43.3% - - - 1.7% - - - 55.0%

正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況

取
得
人
数

取
得
日
数

社人日

建設業 0 0 0

製造業 2 2 36

卸小売業 2 3 201

サービス業 8 17 1,100

その他 0 0 0

合計 12 22 1,337

法に従って措置している 全部または一部措置していない

条件 条件

割合

産前産後

休暇制度

　産前産後休暇制度を「法に従って措置している」事業者は１２０社のうち４３．３％
の５２社、そのうち「有給」が１２社、「一部有給」が４社、「無給」が３６社となっ
ています。

　正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況は、合計取得人数は２２人、合計取得
日数は１，３３７日となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

区　　分

事
業
所
数

法に従って

措置している

全部または一部

措置していない

6

4

9

33

2 15

9

13

28

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

産前産後休暇制度 単位：社

無回答
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３０　育児休業制度

≪育児休業制度≫

≪正規従業員による育児休業制度の利用状況≫

育児休業制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給
 

一
部
有
給

無
給

社社社社社社社社社社

建設業 23 6 2 1 3 2 1 1 0 15

製造業 13 4 0 0 4 0 0 0 0 9

卸小売業 22 9 1 0 8 0 0 0 0 13

サービス業 61 32 6 1 25 3 0 2 1 26

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合計 120 51 9 2 40 5 1 3 1 64
42.5% - - - 4.2% - - - 53.3%

正規従業員による育児休業制度の利用状況

取
得
人
数

（
男
）

取
得
人
数

（
女
）

取
得
日
数

（
男
）

取
得
日
数

（
女
）

社人人日日

建設業 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0

卸小売業 1 0 2 0 231

サービス業 8 0 18 0 2,036

その他 0 0 0 0 0

合計 9 0 20 0 2,267

法に従って措置している 全部または一部措置していない

条件 条件

割合

　育児休業制度を「法に従って措置している」事業者は１２０社のうち４２．５％の
５１社、そのうち「有給」が９社、「一部有給」が２社、「無給」が４０社となって
います。

　正規従業員による育児休業制度の利用状況は、合計取得人数は男性が０人、女性が
２０人、合計取得日数は男性が０日、女性が２，２６７日となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

区　　分

事
業
所
数

育児休業制度

法に従って

措置している

 

全部または一部

措置していない

6

4

9

32

2

3

15

9

13

26

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

育児休業制度 単位：社

無回答
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３１　育児時間制度

≪育児時間制度≫

≪正規従業員による育児時間制度の利用状況≫

育児時間制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給
 

一
部
有
給

無
給

社社社社社社社社社社

建設業 23 5 1 1 3 2 1 1 0 16

製造業 13 4 2 0 2 0 0 0 0 9

卸小売業 22 6 2 0 4 3 0 1 2 13

サービス業 61 26 7 2 17 6 2 2 2 29

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合計 120 41 12 3 26 11 3 4 4 68
34.2% - - - 9.2% - - - 56.7%

正規従業員による育児時間制度の利用状況

取
得
人
数

（
男
）

取
得
人
数

（
女
）

取
得
日
数

（
男
）

取
得
日
数

（
女
）

社人人日日

建設業 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0

卸小売業 0 0 0 0 0

サービス業 3 0 4 0 30

その他 0 0 0 0 0

合計 3 0 4 0 30

　正規従業員による育児時間制度の合計取得人数の実績は男性が０人、女性が４人、
合計取得日数は男性が０日、女性が３０日となっています。

法に従って措置している 全部または一部措置していない

条件 条件

割合

　育児時間制度を「法に従って措置している」事業者は１２０社のうち３４．２％の
４１社、そのうち「有給」が１２社、「一部有給」が３社、「無給」が２６社となっ
ています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

区　　分

事
業
所
数

育児時間制度

5

4

6

26

2

3

6

16

9

13

29

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

育児時間制度 単位：社

法に従って

措置している 

全部または一部

措置していない
無回答
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３２　介護休業制度

≪介護休業制度≫

≪正規従業員による介護休業制度の利用状況≫

介護休業制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給
 

一
部
有
給

無
給

社社社社社社社社社社

建設業 23 6 2 2 2 2 1 1 0 15

製造業 13 4 0 0 4 0 0 0 0 9

卸小売業 22 9 2 0 7 0 0 0 0 13

サービス業 61 29 5 3 21 5 1 3 1 27

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合計 120 48 9 5 34 7 2 4 1 65
40.0% - - - 5.8% - - - 54.2%

正規従業員による介護休業制度の利用状況

取
得
人
数

（
男
）

取
得
人
数

（
女
）

取
得
日
数

（
男
）

取
得
日
数

（
女
）

社人人日日

建設業 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0

卸小売業 0 0 0 0 0

サービス業 1 0 1 0 27

その他 0 0 0 0 0

合計 1 0 1 0 27

法に従って措置している 全部または一部措置していない

条件 条件

割合

　介護休業制度を「法に従って措置している」事業者は１２０社のうち４０．０％の
４８社、そのうち「有給」が９社、「一部有給」が５社、「無給」が３４社となって
います。

　正規従業員による介護休業制度の利用状況は、合計取得人数は男性が０人、女性が
１人、合計取得日数は男性が０日、女性が２７日となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

区　　分

事
業
所
数

介護休業制度

法に従って

措置している

全部または一部

措置していない

6

4

9

29

2

5

15

9

13

27

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

介護休業制度 単位：社

無回答
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３３　『男女雇用機会均等法』

『男女雇用機会均等法』の認知度

社社社社社

建設業 23 11 10 0 2

製造業 13 7 4 0 2

卸小売業 22 13 7 0 2

サービス業 61 42 15 2 2

その他 1 0 1 0 0

合計 120 73 37 2 8

60.8% 30.8% 1.7% 6.7%割合

　『男女雇用機会均等法』を「知っている」事業者は、１２０社のうち６０．８％
の７３社、「名前は知っている」事業者は３０．８％の３７社となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

知
っ
て
い
る

名
前
は
知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

11

7

13

42

10

4

7

15

1

2

2

2

2

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

『男女雇用機会均等法』の認知度 

知っている 名前は知っている

単位：社

知らない 無回答
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３４　事業所内で女性が占める役職者（管理職以上）の割合

管理職以上の役職者に占める女性の割合

社人人％
女性役職
者

男性役職
者

建設業 19 64 9 14.1 9 55

製造業 12 79 0 0.0 0 79

卸小売業 18 57 16 28.1 16 41

サービス業 51 198 65 32.8 65 133

その他 1 2 0 0.0 0 2

合計 101 400 90 22.5

508 84 16.5※H29調査時合計

　管理職以上の役職者に占める女性の割合は、２２．５％となっており、平成２９年
度調査時と比較すると６．０％増加しています。

区　　分

事
業
所
数

全
体
役
職
者

女
性
役
職
者

女
性
の
割
合

9

16

65

55

79

41

133

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

役職者（管理職以上）の男女別人数

女性 男性

単位：人
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３５　女性の就業に関し取っている措置

女性の就業に関し取っている措置（複数回答）

社社社社社社

建設業 23 9 5 6 2 9

製造業 13 8 6 5 0 3

卸小売業 22 13 5 3 5 3

サービス業 61 40 29 13 10 6

その他 1 1 0 0 0 0

合計 120 71 45 27 17 21

59.2% 37.5% 22.5% 14.2% 17.5%

92 58 35 19 －

45.1% 28.4% 17.2% 9.3% －

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　女性の就業に関し取っている措置としては「セクシュアルハラスメントの防止」が
７１社、「母性健康管理に関する措置」が４５社、「深夜業に従事する女性に対する
処置」が２７社、「その他」が１７社となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
の
防
止

母
性
健
康
管
理
に

関
す
る
措
置

深
夜
業
に
従
事
す
る

女
性
に
対
す
る
処
置

そ　

の　

他

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。                 

9

8

13

40

1

5

6

5

29

6

5

3

13

2

0

5

10

9

3

3

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

女性の就業に関し取っている措置 

セクシュアルハラスメントの防止 母性健康管理に関する措置

深夜業に従事する女性に対する処置 その他

単位：社

無回答
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３６　セクシュアルハラスメントの苦情への対応

≪セクシュアルハラスメントの苦情に対応する窓口≫

セクシュアルハラスメントの苦情への対応状況

社社社社社社社社

建設業 23 2 4 11 6 0 18 5

製造業 13 6 2 2 3 0 12 1

卸小売業 22 11 3 6 2 0 20 2

サービス業 61 25 14 21 1 2 58 1

その他 1 1 0 0 0 0 1 0

合計 120 45 23 40 12 2 109 9

37.5% 19.2% 33.3% 10.0% 1.7% 90.8% 7.5%

49 35 45 - 2 128 -

38.0% 27.1% 34.9% - 1.5% 98.5% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　相談窓口が「ある」事業所は４５社、「設置を検討中」とした事業所は２３社となってい
ます。
　平成２９年度調査時と比較すると、「設置を検討中」とした事業所の割合は０．５％減少
しています。

≪平成３１年１月～令和元年１２月のセクシュアルハラスメントに関する苦情の受付状況≫

　実際にセクシュアルハラスメントに関する苦情を受け付けた事業所は２社となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

セクシュアルハラスメン
トの苦情相談窓口の設置

セクシュアルハラス
メント苦情相談

あ　
　
　

る

設
置
を
検
討
中

な　
　
　

い

無
回
答

あ　
　
　

る

な　
　
　

い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

2

6

11

25

1

4

2

3

14

11

2

6

21

5

1

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

セクシュアルハラスメントの苦情に対応する窓口の設置状況 

ある 設置を検討中 ない

単位：社

無回答
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３７　男女共同参画のための積極的改善措置（ポジティブアクション）

男女共同参画のための積極的改善措置（ポジティブアクション）

社社社社社

建設業 23 3 3 14 3

製造業 13 4 1 6 2

卸小売業 22 6 5 9 2

サービス業 61 15 15 30 1

その他 1 0 0 1 0

合計 120 28 24 60 8

23.3% 20.0% 50.0% 6.7%

33 44 55 -

25.0% 33.3% 41.7% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　男女共同参画のための積極的改善措置（ポジティブアクション）を「行っている」
事業者は１２０社のうち２３．３％の２８社、「検討中」の事業者は２０．０％の２
４社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると、「検討中」の事業所は１３．３％減少していま
す。

区　　分

事
業
所
数

行
っ
て
い
る

検
討
中

実
施
予
定
な
し

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

3

4

6

15

0

3

1

5

15

0

14

6

9

30

1

3

2

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

男女共同参画のための積極的改善措置

（ポジティブアクション） 

行っている 検討中 実施予定なし

単位：社

無回答
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３８　登別市が男女共同参画社会を実現するために策定した登別市男女共同参画基本

　　　計画「のぼりべつはぁもにいプラン２１」

のぼりべつはぁもにいプラン２１について

社社社社社

建設業 23 4 7 10 2

製造業 13 1 5 5 2

卸小売業 22 1 2 16 3

サービス業 61 5 30 26 0

その他 1 0 0 1 0

合計 120 11 44 58 7

9.2% 36.7% 48.3% 5.8%割合

　「のぼりべつはぁもにいプラン２１」を「知っている」または「名前は知ってい
る」事業所は１２０社のうち４５．９％の５５社となっています。

区　　分

事
業
所
数

知
っ
て
い
る

名
前
は
知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

4

1

1

5

7

5

2

30

10

5

16

26

1

2

2

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

のぼりべつはぁもにいプラン２１について 

知っている 名前は知っている

単位：社

知らない 無回答
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３９　『女性活躍推進法』に定められている行動計画策定について

行動計画の策定状況

社社社社社社社

建設業 23 0 1 1 2 14 5

製造業 13 1 0 1 0 8 3

卸小売業 22 3 2 1 2 9 5

サービス業 61 7 1 4 7 39 3

その他 1 0 0 0 0 1 0

合計 120 11 4 7 11 71 16

9.2% 3.3% 5.8% 9.2% 59.2% 13.3%

16 4 8 9 92 -

12.4% 3.1% 6.2% 7.0% 71.3% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　『女性活躍推進法』に定められている行動計画を「策定し公表している」事業所
は、１２０社のうち９．２％の１１社となっています。
　一方、５９．２％の７１社が行動計画策定の「予定はない」としています。
　平成２９年度調査時と比較すると、「策定し公表している」事業所は３．２％減
少しています。

区　　分

事
業
所
数

策
定
し
公
表

し
て
い
る

策
定
中

状
況
把
握
・

課
題
分
析
中

策
定
等
を
予

定
し
て
い
る

予
定
は
な
い

無
回
答

0

1

3

7

0

1

0

2

1

0

1

1

1

4

0

2

0

2

7

0

14

8

9

39

1

5

3

5

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

行動計画の策定状況 

策定し公表している 策定中 状況把握・課題分析中

策定等を予定している 予定はない

単位：社

無回答
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４０　正規従業員の平均勤続年月数

正規従業員の平均勤続年月数

社年月年月 男女

建設業 17 21 0 17 10 252 214 #REF! #REF! 252 214

製造業 9 17 1 15 12 205 192 #REF! #REF! 205 192

卸小売業 18 17 8 14 2 212 170 #REF! #REF! 212 170

サービス業 53 12 5 10 10 149 130 #REF! #REF! 149 130

その他 0 - - - - #### #VALUE! #REF! #REF! ### ####

#### ####

13 11 12 0 #### ####

　平均勤続年月数は、男性が１５年５カ月、女性が１３年０カ月となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると、男性は１年６カ月、女性は１年０カ月長くなっ
ています。

※H29調査時平均

区　　分

事
業
所
数

男
性

女
性

月
計

月
計

平均
（１企業あたり） 97

15 5 13 0

252

205

212

149

0

214

192

170

130

0

0 50 100 150 200 250 300

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

正規従業員の平均勤続年月数

男性 女性

単位：月

（合計）
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４１　妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

社社社社社

建設業 23 6 3 9 5

製造業 13 2 6 4 1

卸小売業 22 5 4 10 3

サービス業 61 25 17 18 1

その他 1 1 0 0 0

合計 120 39 30 41 10

32.5% 25.0% 34.2% 8.3%

39 34 54 -

30.7% 26.8% 42.5% -

　再雇用制度が「ある」事業所は１１０社のうち３２．５％の３９社となっていま
す。

　平成２９年度調査時と比較すると、「ある」事業所は１．８％増加しています。

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

区　　分

事
業
所
数

あ
る

検
討
中

な
い

無
回
答

6

2

5

25

1

3

6

4

17

9

4

10

18

5

1

3

1

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の

再雇用制度 

ある 検討中 ない

単位：社

無回答
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４２　今後の女性の雇用

今後の女性の雇用

社社社社社

建設業 23 4 14 1 4

製造業 13 3 9 0 1

卸小売業 22 4 15 1 2

サービス業 61 19 42 0 0

その他 1 0 1 0 0

合計 120 30 81 2 7

25.0% 67.5% 1.7% 5.8%

36 95 0 -

27.5% 72.5% 0.0% -

　今後女性の雇用を「増やしたい」事業所は１２０社のうち２５．０％の３０社と
なっています。

　平成２９年度調査時と比較すると、「増やしたい」事業所は２．５％減少していま
す。

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

区　　分

事
業
所
数

増
や
し
た
い

現
状
維
持

減
ら
し
た
い

無
回
答

4

3

4

19

0

14

9

15

42

1

1

0

1

4

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の女性の雇用

増やしたい 現状維持

単位：社

減らしたい 無回答
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４３　障がい者の雇用

障がい者の雇用

社社社

建設業 23 1 22

製造業 13 4 9

卸小売業 22 0 22

サービス業 61 10 51

その他 1 1 0

合計 120 16 104

13.3% 86.7%

　障がい者を「雇用している」事業所は１２０社のうち１３．３％の１６社となって
います。

割合

区　　分

事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

1

4

0

10

1

22

9

22

51

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者の雇用

雇用している 雇用していない

単位：社
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４４　障がいの種類別の雇用人数

障がいの種類別の雇用人数

社人人人人人

建設業 1 2 0 0 0 0

製造業 4 7 1 1 0 0

卸小売業 0 0 0 0 0 0

サービス業 10 21 2 4 10 0

その他 1 0 0 0 0 1

合計 16 30 3 5 10 1

61.2% 6.1% 10.2% 20.4% 2.0%割合

　障がいの種類の中で、「身体障がい」が全体の６１．２%に当たる３０人で最も多
く、次いで「発達障がい」が全体の２０．４％に当たる１０人となっています。

区　　分

事
業
所
数

身
体
障
が
い

知
的
障
が
い

精
神
障
が
い

発
達
障
が
い

そ
の
他

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

2

7

21

1

2

1

4

0

0

0

0

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がいの種類別の雇用人数 単位：人

身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい その他
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４５　障がい者の雇用の際に紹介を受けた機関等

障がい者の雇用の際に紹介を受けた機関等（複数回答）

社社社社社社

建設業 1 1 0 0 0 0

製造業 4 2 1 1 0 1

卸小売業 0 0 0 0 0 0

サービス業 10 4 4 0 2 2

その他 1 0 1 0 0 0

合計 16 7 6 1 2 3

36.8% 31.6% 5.3% 10.5% 15.8%割合

  「自社採用」が全体の３６．８％に当たる７社で最も多く、次いで「ハローワー
ク」が３１．６％に当たる６社となっています。

区　　分

事
業
所
数

自
社
採
用

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

各
種
学
校　

福
祉
事
業
所

そ
の
他

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

1

2

4

0

1

4

1

0

1

0

0

0

0

0

0

2

0

0

1

0

2

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者の雇用の際に紹介を受けた機関等
単位：社

自社採用 ハローワーク 各種学校　

福祉事業所 その他
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４６　雇用している障がい者の主な業務

雇用している障がい者の主な業務（複数回答）

社社社社社社社

建設業 1 1 0 0 0 0 0 ※その他の内容

製造業 4 2 0 2 0 0 1 ・運転手

卸小売業 0 0 0 0 0 0 0 ・専門的・技術的業務

サービス業 10 3 2 0 2 5 0 ・介護

その他 1 0 0 0 0 1 0 ・設備管理

合計 16 6 2 2 2 6 1 ・点検、ポスティング

37.5% 12.5% 12.5% 12.5% 37.5% 6.3%割合

  雇用している障がい者の主な業務の中で、「事務」及び「その他」がそれぞ
れ全体の３７．５％に当たる６社と、最も多くなっています。

区　　分

事
業
所
数

事
務

販
売
・
接
客

製
造

清
掃

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１０
０％にならない場合があります。

1

2

0

3

0

0

2

0

2

0

0

0

2

0

0

5

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

雇用している障がい者の主な業務
単位：社

事務 販売・接客 製造

清掃 その他 無回答
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４７　障がい者を雇用する上で問題となっていること

障がい者を雇用する上で問題となっていること（複数回答）

社社社社社社社社

建設業 1 1 0 1 1 0 0 0

製造業 4 3 1 1 2 0 1 0

卸小売業 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業 10 6 2 3 2 0 1 2

その他 1 1 0 0 0 0 0 0

合計 16 11 3 5 5 0 2 2

68.8% 18.8% 31.3% 31.3% 0.0% 12.5% 12.5%割合

　障がい者を雇用する上で問題となっていることのうち、「任せられる業務内容が
制限される」の１１社が最も多く、次いで「単独で作業をさせられない」及び「他
の職員の理解を得る必要がある」の５社となっています。

区　　分

事
業
所
数

任
せ
ら
れ
る
業
務
内

容
が
制
限
さ
れ
る

他
の
職
員
と
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

単
独
で
作
業
を
さ
せ

ら
れ
な
い

他
の
職
員
の
理
解
を

得
る
必
要
が
あ
る

親
の
協
力
が
必
要
で

あ
る

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

1

3

0

6

1

1

0

2

1

1

0

3

1

2

0

2

1

0

1 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者を雇用する上での問題 単位：社

任せられる業務内容が

制限される

他の職員との

コミュニケーション

単独で作業を

させられない

他の職員の理解を

得る必要がある
親の協力が必要である その他 無回答
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４８　障がい者を雇用する際に利用した支援制度等

障がい者を雇用する際に利用した支援制度等（複数回答）

社社社社社社

建設業 1 0 0 0 0 1

製造業 4 1 0 0 3 0

卸小売業 0 0 0 0 0 0

サービス業 10 3 1 0 1 5

その他 1 1 0 0 0 0

合計 16 5 1 0 4 6

31.3% 6.3% 0.0% 25.0% 37.5%割合

　障がい者を雇用する際に利用した支援制度等のうち、「特定求職者雇用開発助成
金」の５社が最も多くなっています。

区　　分

事
業
所
数

特
定
求
職
者
雇
用

開
発
助
成
金

ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

1

0

3

1

0

1

0

0

0

3

0

1

0

1

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者を雇用する際に利用した支援制度等
単位：社

特定求職者雇用開発助成金 ジョブコーチ

トライアル雇用 その他 無回答
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４９　障がい者雇用を行わない理由

障がい者雇用を行わない理由（複数回答）

社社社社社社社社社

建設業 22 17 7 4 3 2 5 1 2

製造業 9 5 2 2 0 0 0 1 0

卸小売業 22 13 2 5 3 4 2 4 2

サービス業 51 29 12 9 2 0 3 12 1

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合計 104 64 23 20 8 6 10 18 6

61.5% 22.1% 19.2% 7.7% 5.8% 9.6% 17.3% 5.8%

※その他の内容
・応募がない ・施設へ仕事を依頼している ・本社で採用している

割合

  障がい者雇用を行わない理由の中で、「適した業務がない」の６４社が最も多く、次
いで「安全・衛生管理上の問題がある」の２３社となっています。

区　　分

事
業
所
数

適
し
た
業
務
が
な
い

安
全
・
衛
生
管
理
上

の
問
題
が
あ
る

障
が
い
の
有
無
に
関

わ
ら
ず
新
規
雇
用
の

予
定
が
な
い

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
不
安
が
あ
る

労
働
時
間
へ
の
配
慮

が
難
し
い

通
勤
手
段
へ
の
配
慮

が
難
し
い

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

17

5

13

29

0

7

2

2

12

0

4

2

5

9

0

3

0

3

2

0

2

0

4

0

0

5

0

2

3

0

1

1

4

12

0

2

2

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者雇用に踏み切れない理由 単位：社

適した業務がない 安全・衛生管理上の問題がある
障がいの有無に関わらず

新規雇用の予定がない

コミュニケーショ

ンの不安がある
労働時間への配慮が難しい 通勤手段への配慮が難しい

その他無回答
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５０　『障害者の雇用促進等に関する法律』等の認知

障害者の雇用の促進等に関する法律等の認知

社社社社社

建設業 23 8 7 3 5

製造業 13 5 1 3 4

卸小売業 22 12 5 3 2

サービス業 61 25 22 3 11

その他 1 0 0 0 1

合計 120 50 35 12 23

41.7% 29.2% 10.0% 19.2%

　障害者の雇用の促進等に関する法律や雇用促進のための制度について「知ってい
る」事業所は１２０社のうち４１．７％の５０社となっています。

割合

区　　分

事
業
所
数

知
っ
て
い
る

聞
い
た
こ
と
は
あ
る
が

内
容
は
分
か
ら
な
い

知
ら
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

8

5

12

25

0

7

1

5

22

0

3

3

3

3

0

5

4

2

11

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障害者の雇用の促進等に関する法律等の認知 単位：社

知っている 聞いたことはあるが

内容は分からない
知らない 無回答
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５１　平成３０年４月１日からの法定雇用率の上昇の認知

平成３０年４月１日からの法定雇用率の上昇の認知

社社社社

建設業 23 15 5 3

製造業 13 8 4 1

卸小売業 22 12 8 2

サービス業 61 39 22 0

その他 1 0 1 0

合計 120 74 40 6

61.7% 33.3% 5.0%割合

　平成３０年４月１日からの法定雇用率の上昇について「知っている」事業所は１２
０社のうち６１．７％の７４社となっています。

区　　分

事
業
所
数

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

15

8

12

39

0

5

4

8

22

1

3

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

平成３０年４月１日からの

法定雇用率の上昇の認知

知っている 知らない

単位：社

無回答
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５２　今後の障がい者の雇用

今後の障がい者の雇用

社社社社社社

建設業 23 0 0 3 17 3

製造業 13 1 0 7 5 0

卸小売業 22 2 0 4 14 2

サービス業 61 4 3 20 34 0

その他 1 0 0 1 0 0

合計 120 7 3 35 70 5

5.8% 2.5% 29.2% 58.3% 4.2%割合

　障がい者について「現在募集を行っている」または「雇用したい」事業所は１２０
社のうち８．３％の１０社で、「考えていない」事業者は５８．３％の７０社となっ
ています。

区　　分

事
業
所
数

現
在
募
集
を

行
っ
て
い
る

雇
用
し
た
い

機
会
が
あ
れ
ば

雇
用
し
た
い

考
え
て
い
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

1

2

4 3

3

7

4

20

1

17

5

14

34

3

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の障がい者の雇用 単位：社

現在募集を行っている 雇用したい

機会があれば雇用したい 考えていない 無回答
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５３　市内の障がい者就労支援施設の認知

市内の障がい者就労支援施設の認知

社社社社社社

建設業 23 2 5 5 8 3

製造業 13 1 4 4 4 0

卸小売業 22 2 4 7 7 2

サービス業 61 6 25 21 9 0

その他 1 0 0 0 1 0

合計 120 11 38 37 29 5

9.2% 31.7% 30.8% 24.2% 4.2%割合

　市内の障がい者就労支援施設について「作業内容まで知っている」または「概要を
知っている」事業所は１２０社のうち４０．８％の４９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

作
業
内
容
ま
で
知
っ

て
い
る

概
要
を
知
っ
て
い
る

聞
い
た
こ
と
は
あ
る

が
よ
く
分
か
ら
な
い

知
ら
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

2

1

2

6

0

5

4

4

25

0

5

4

7

21

0

8

4

7

9

1

3

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

市内の障がい者就労支援施設の認知 単位：社

作業内容まで知っている 概要を知っている

聞いたことはあるがよく分からない 知らない 無回答
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５４　障がい者の雇用に係る見学会・セミナーへの参加意向

障がい者の雇用に係る見学会・セミナーへの参加意向

社社社社社

建設業 23 0 7 13 3

製造業 13 0 5 7 1

卸小売業 22 1 4 15 2

サービス業 61 4 30 27 0

その他 1 0 0 1 0

合計 120 5 46 63 6

4.2% 38.3% 52.5% 5.0%割合

  障がい者の雇用に係る見学会・セミナーへ「参加する」事業所は１２０社のうち
４．２％の５社で、「日程等が合えば参加したい」事業所は３８．３％の４６社と
なっています。

区　　分

事
業
所
数

参
加
す
る

日
程
等
が
合
え
ば

参
加
し
た
い

参
加
し
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

1

4

7

5

4

30

13

7

15

27

1

3

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者の雇用に係る

見学会・セミナーへの参加意向 単位：社

参加する 日程等が合えば参加したい 参加しない 無回答
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５５　パートタイマーを採用している理由

パートタイマーを採用している理由（２つまで選択）

社

建設業 12
製造業 8
卸小売業 19
サービス業 56
その他 1
合計 96

※その他の内容
・本人の希望により

社社社社社社社社

0 3 1 2 6 2 0 1
1 2 1 3 4 1 0 1
6 6 2 4 10 2 1 2
10 12 6 8 33 2 6 7
0 0 0 0 1 0 0 0
17 23 10 17 54 7 7 11

割合 11.6% 15.8% 6.8% 11.6% 37.0% 4.8% 4.8% 7.5%
※H29調査時合計 10 21 14 16 64 9 13 9
※H29調査時割合 6.4% 13.5% 9.0% 10.3% 41.0% 5.8% 8.3% 5.8%

　採用理由については、「仕事の内容がパートで間に合う」が５４社と最も多く、次
いで「正規従業員の採用が困難」が２３社などとなっています。

区　　分

事
業
所
数

雇
用
調
整
が

容
易

正
規
従
業
員

の
採
用
が

困
難

忙
し
い
時
期

だ
け
雇
用

人
件
費
が

割
安

仕
事
の
内
容

が
パ
ー
ト
で

間
に
合
う

再
雇
用

と
し
て

資
格
・
技
能

者
が
必
要

そ
の
他

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

0

1

6

10

0

3

2

6

12

0

1

1

2

6

0

2

3

4

8

0

6

4

10

33

1

2

1

2

2

0

0

0

1

6

0

1

1

2

7

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーを採用している理由

雇用調整が容易

 

正規従業員の

採用が困難 

忙しい時期だけ

雇用 
 人件費が割安

仕事の内容が

パートで間に合う

 

再雇用として 
資格・技能者が

必要 
その他

 

単位：社
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５６　パートタイマーの募集方法

パートタイマー採用で最も多く利用している方法

社 社

建設業 12 3
製造業 8 0
卸小売業 19 0
サービス業 56 2
その他 1 0
合計 96 5

5.2%

※その他（パートタイマー）の内容 ※その他（正規従業員）の内容
・再雇用 ・インターネット
・インターネット

パートタイマー （参考）正規従業員

職
業
安
定

所
に
依
頼

知
人
・
友

人
・
親
戚

に
依
頼

広
告
・

新
聞
折
込

そ
の
他

職
業
安
定

所
に
依
頼

知
人
・
友

人
・
親
戚

に
依
頼

広
告
・

新
聞
折
込

そ
の
他

社社社社社社社社

5 3 0 1 8 4 0 0
5 2 1 0 7 0 0 0
8 4 2 5 9 3 0 4
38 10 3 3 32 8 3 2
1 0 0 0 1 0 0 0
57 19 6 9 57 15 3 6

割合 62.6% 20.9% 6.6% 9.9% 70.4% 18.5% 3.7% 7.4%
※H29調査時合計 58 14 4 5
※H29調査時割合 71.6% 17.3% 4.9% 6.2%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

　最も多く利用している募集方法は、「職業安定所に依頼」が５７社と最も多く、次
いで「知人・友人・親戚に依頼」が１９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

5

5

8

38

1

3

2

4

10

1

2

3

1

5

3

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマー採用で最も多く利用している方法

職業安定所に依頼

 

知人・友人・親戚に依頼

 広告・新聞折込 その他

 

単位：社

無回答
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５７　パートタイマーの雇用契約の方法

パートタイマーの雇用契約の方法

雇
入
通
知
書
等

書
面
に
よ
る

口
頭
に
よ
る

雇
入
通
知
書
等

書
面
に
よ
る

口
頭
に
よ
る

社 社 社 社 社 社

建設業 12 9 2 10 1 1

製造業 8 7 1 5 1 0

卸小売業 19 17 1 15 3 1

サービス業 56 46 8 39 3 2

その他 1 1 0 1 0 0

合計 96 80 12 70 8 4

83.3% 12.5% 72.9% 8.3% 4.2%

パートタイマー （参考）正規従業員

割合

　雇用契約の方法については、「雇入通知書等書面による」が８３．３％の８０社、
「口頭による」が１２．５％の１２社となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

9

7

17

46

1

2

1

1

8

1

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの雇用契約の方法 

雇入通知書等書面による 口頭による

単位：社

無回答
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５８　パートタイマーの雇用期間の定め

パートタイマーの雇用期間の定め

社 社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 12 3 0 1 0 2 5 4 0

製造業 8 2 0 0 0 2 3 3 0

卸小売業 19 6 1 0 0 5 7 6 0

サービス業 56 23 0 6 10 7 11 20 2

その他 1 0 0 0 0 0 0 1 0

合計 96 34 1 7 10 16 26 34 2

36.2% - - - - 27.1% 35.4% 2.1%

40 2 7 17 14 31 40 -

36.0% - - - - 27.9% 36.0% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　パートタイマーの雇用期間を「全員一律」と定めている事業所は９６社のうち３６．２％
の３４社で、内訳を見ると、「１年以上」が１６社と最も多く、次いで「６カ月以上１年未
満」が１０社などとなっています。
　また、「各人によって異なる」が２７．１％の２６社、「定めがない」が３５．４％の３
４社となっています。

区　　分

事
業
所
数

全
員
一
律

内　　　　　訳 各
人
に
よ
っ
て

異
な
る

定
め
が
な
い

無
回
答

２
カ

月
未
満

２
カ

月
以
上

６
カ

月
未
満

６
カ

月
以
上

１
年
未
満

１
年
以
上

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

全員一律 各人によって異なる 定めがない

3

2

6

23

0

5

3

7

11

0

4

3

6

20

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの雇用期間の定め
単位：社

無回答
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５９　パートタイマーの就業規則

パートタイマーの就業規則

社社 社 社 社 社

建設業 12 4 3 0 4 1

製造業 8 0 0 7 1 0

卸小売業 19 6 4 6 3 0

サービス業 56 14 10 21 10 1

その他 1 0 1 0 0 0

合計 96 24 18 34 18 2

25.0% 18.8% 35.4% 18.8% 2.1%

38 14 43 17 -

33.9% 12.5% 38.4% 15.2% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　パートタイマーの就業規則については、「正規従業員の就業規則を準用」「正規従業
員の就業規則にパートを追加」「パートだけの就業規則」を合わせた７６社で何らかの
就業規則があります。
　平成２９年度調査時と比較すると、「規則はない」事業所が３．６％増加していま
す。

区　　分

事
業
所
数

正
規
従
業
員
の

就
業
規
則
を
準
用

正
規
従
業
員
の

就
業
規
則
に

パ
ー
ト
を
追
加

パ
ー
ト
だ
け
の

就
業
規
則

規
則
は
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

4

0

6

14

0

3

0

4

10

1

7

6

21

4

1

3

10

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの就業規則 

正規従業員の

就業規則を準用

正規従業員の

就業規則にパートを追加

パートだけの就業規則 規則はない

単位：社

無回答
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６０　パートタイマーの主な仕事

パートタイマーの主な仕事

社 社 社 社 社 社

建設業 12 2 5 5 0 0

製造業 8 2 3 3 0 0

卸小売業 19 4 9 6 0 0

サービス業 56 14 30 10 1 1

その他 1 0 1 0 0 0

合計 96 22 48 24 1 1

22.9% 50.0% 25.0% 1.0% 1.0%割合

　パートタイマーの主な仕事については、「パートタイマー主体の単純労働や補助的
仕事」が９６社のうち５０．０％の４８社と最も多く、次いで「正規従業員の補助的
な仕事」が２５．０％の２４社となっています。

区　　分

事
業
所
数

正
規
従
業
員
と

ほ
ぼ
同
じ

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー

主
体
の
単
純
労
働

や
補
助
的
仕
事

正
規
従
業
員
の

補
助
的
な
仕
事

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

2

2

4

14

0

5

3

9

30

1

5

3

6

10 1 1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの主な仕事 

正規従業員とほぼ同じ 単純労働や補助的仕事

正規従業員の補助的な仕事 その他

単位：社

無回答
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６１　パートタイマーの時間外勤務

パートタイマーの時間外勤務

５
時
間
未
満

５
～　

時
間
未
満

　

時
間
以
上

社社 人 人 人 社 社

建設業 12 3 0 3 0 8 1

製造業 8 5 3 2 0 3 0

卸小売業 19 8 8 0 0 11 0

サービス業 56 23 20 3 0 32 1

その他 1 0 0 0 0 1 0

合計 96 39 31 8 0 55 2 40.63%

40.6% - - - 57.3% 2.1%

53 41 9 3 56 - #DIV/0!

48.6% - - - 51.4% -

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　パートタイマーの時間外勤務については、「ある」事業所が９６社のうち４０．６％
の３９社となっており、週あたりの時間は「５時間未満」が３１人と最も多くなってい
ます。
　平成２９年度調査時と比較すると、「ある」事業所が８．０％減少しています。

区　　分

事
業
所
数

あ
る

内訳（週あたり）

な
い

無
回
答

１０
１０

3

5

8

23

0

8

3

11

32

1

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの時間外勤務 

ある ない

単位：社

無回答
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６２　パートタイマーの解雇の際の対応状況

パートタイマーの解雇の際の対応状況

社社 社 社 社 社 社 社

建設業 12 9 0 0 9 0 0 3

製造業 8 5 1 0 5 0 0 2

卸小売業 19 15 0 1 15 0 0 3

サービス業 56 48 1 1 38 1 0 6

その他 1 0 0 0 0 0 0 1

合計 96 77 2 2 67 1 0 15 ####

80.2% 2.1% 2.1% 98.5% 1.5% 0.0% 15.6%

87 6 1 83 4 1 - ####

92.6% 6.4% 1.1% 94.3% 4.5% 1.1% -

パートタイマー （参考）正規従業員

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

　パートタイマーの解雇の際の対応状況については、労働基準法に従った「３０日以前
の予告又は３０日分以上の解雇予告手当を支給」が７７社と最も多くなっており、平成
２９年度調査時と比較すると、１２．４％減少しています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

　

日
以
前
の
予
告
又
は　
　

日
日
分
以
上
の
解
雇
予　
　

告
手
当
を
支
給

　

日
未
満
の
予
告
又
は
若
干

の
解
雇
予
告
手
当
を
支
給

予
告
な
く
、
解
雇
予
告　
　

手
当
の
支
給
な
し

　

日
以
前
の
予
告
又
は　
　

日
日
分
以
上
の
解
雇
予　
　

告
手
当
を
支
給

　

日
未
満
の
予
告
又
は
若
干

の
解
雇
予
告
手
当
を
支
給

予
告
な
く
、
解
雇
予
告　

手
当
の
支
給
な
し

30
3030

30
3030

9

5

15

48

1

1

1

1

3

2

3

6

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの解雇の際の対応状況

30日以前の予告又は30日分以上の

解雇予告手当を支給
30日未満の予告又は若干の解

雇予告手当支給

予告なく、解雇予告手当の支給なし

単位：社

無回答
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６３　パートタイマーの職種、勤続年数

≪職　種≫

≪勤続年数≫

パートタイマーの職種、勤続年数

社人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 社社

建設業 12 10 0 0 23 4 37 1 3 2 6 25 37 4 3

製造業 8 12 31 5 3 4 55 2 3 2 14 19 40 2 3

卸小売業 19 9 1 60 7 3 80 7 9 11 15 44 86 4 3

サービス業 56 35 12 648 77 614 1,386 12 99 206 219 861 1,397 6 5

その他 1 1 0 0 0 1 2 0 0 1 1 0 2 0 0

合計 96 67 44 713 110 626 1,560 22 114 222 255 949 1,562 16 14

4.3% 2.8% 45.7% 7.1% 40.1% 100.0% 1.4% 7.3% 14.2% 16.3% 60.8% 100.0% - -

職　　　 種 　　　別
従　　業　　員　　数

勤　続　年　数　別
従　  業　 員　 数

無回答

割合

　パートタイマーの職種別従業員数については、「販売サービス」が４５．７％の７１３人
と最も多く、次いで「その他」が４０．１％の６２６人となっています。
　また、業種別では、「サービス業」の「販売サービス」が６４８人と最も多く、次いで
「サービス業」の「その他」が６１４人となっています。

　パートタイマーの勤続年数については、「３年以上」が６０．８％の９４９人と最も多
く、次いで「１年以上３年未満」が１６．３％の２５５人となっています。
　また、業種別では、「サービス業」の「３年以上」が８６１人と最も多く、次いで「サー
ビス業」の「１年以上３年未満」が２１９人となっています。

区　　分

事
業
所
数

一
般
事
務

製
造
作
業

販
売
サ
ー
ビ
ス

専
門
的
・
技
術
的

そ
の
他

計

２
カ
月
未
満

２
カ
月
以
上

６
カ
月
未
満

６
カ
月
以
上

１
年
未
満

１
年
以
上

３
年
未
満

３
年
以
上

計
職
種

勤
続
年
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

一般事務

67

(4.3%) 製造作業

44

(2.8%)

販売サービス

713

(45.7%)専門的・技術的

110

(7.1%)

その他

626

(40.1%)

パートタイマーの職種（全業種）

単位：人 ２カ月未満

22

(1.4%)

 ２カ月以上

６カ月未満

114

(7.3%)

 ６カ月以上

１年未満

222

(14.2%)

１年以上

３年未満

255

(16.3%)

３年以上

949

(60.8%)

パートタイマーの勤続年数（全業種）
単位：人
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一般事務 製造作業 販売・サービス

専門技術 その他

10

12

9

35

1

0

31

1

12

0

0

5

60

648

0

23

3

7

77

0

4

4

3

614

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの職種（業種別）

1

2

7

12

0

3

3

9

99

0

2

2

11

206

1

6

14

15

219

1

25

19

44

861

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの勤続年数（業種別）
単位：人

２カ月未満 ２カ月以上　　　

６カ月未満
６カ月以上　　　

１年未満

１年以上　　　

３年未満 ３年以上

単位：人
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６４　パートタイマーの勤務時間、勤務日数

≪１日の勤務時間≫

≪１週間の勤務日数≫

パートタイマーの勤務時間、勤務日数

３
時
間
未
満

３
時
間
以
上

５
時
間
未
満

５
時
間
以
上

７
時
間
未
満

７
時
間
以
上

８
時
間
未
満

８
時
間
以
上

計

２
日
以
内

３
日

４
日

５
日

６
日

そ
の
他

計

勤
務
時
間

勤
務
日
数

社人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 社社

建設業 12 0 5 1 1 27 34 0 2 1 31 1 0 35 5 5

製造業 8 0 18 7 16 13 54 1 3 4 45 0 0 53 2 2

卸小売業 19 3 29 37 19 21 109 24 19 15 50 3 1 112 1 1

サービス業 56 45 682 421 163 421 1,732 67 122 277 793 110 27 1,396 5 4

その他 1 0 0 1 0 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0

合計 96 48 734 467 199 482 1,930 92 146 299 919 114 28 1,598 13 12

2.5% 38.0% 24.2% 10.3% 25.0% 100.0% 5.8% 9.1% 18.7% 57.5% 7.1% 1.8% 100.0% － －

勤 務 時 間（／日） 勤 務 日 数（／週） 無回答

割合

　パートタイマーの１日の勤務時間については、｢３時間以上５時間未満」が３８．０％の
７３４人と最も多く、次いで「８時間以上」が２５．０％の４８２人となっています。

　パートタイマーの１週間の勤務日数については、｢５日」が５７．５％の９１９人と最も
多く、次いで｢４日」が１８．７％の２９９人となっています。

区　　分

事
業
所
数

３時間未満

48

(2.5%)

 ３時間以上

５時間未満

734

(38.0%)

 ５時間以上

７時間未満

467

(24.2%)

 ７時間以上

８時間未満

199

(10.3%)

８時間以上

482

(25.0%)

パートタイマーの１日の勤務時間（全業種）

単位：人
２日以内

92

(5.8%)

３日

146

(9.1%)

４日

299

(18.7%)

５日

919

(57.5%)

６日

114

(7.1%)

その他

28

(1.8%)

パートタイマーの１週間の勤務日数（全業種）

単位：人

-73-



0

0

3

45

0

5

18

29

682

0

1

7

37

421

1

1

16

19

163

0

27

13

21

421

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの１日の勤務時間（業種別）

0

1

24

67

0

2

3

19

122

0

1

4

15

277

2

31

45

50

793

0

1

3

110

0

0

0

1

27

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの１週間の勤務日数（業種別）

3時間未満 3～5時間 5～7時間

7～8時間 8時間以上

2日以内 3日 4日

5日 6日 その他

単位：人

単位：人
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６５　パートタイマーの有給休暇制度

パートタイマーの有給休暇制度

（
年
平
均
）

社社 日 社 社

建設業 12 4 16.0 5 3

製造業 8 4 13.5 3 1

卸小売業 19 15 12.1 3 1

サービス業 56 40 10.1 14 2

その他 1 1 - 0 0

合計 96 64 12.9 25 7

66.7% - 26.0% 7.3%

75 10.4 37 -

67.0% - 33.0% -

66.67%

割合

※H29調査時合計 #DIV/0!

※H29調査時割合

　正規従業員と同様に付与が義務づけられているパートタイマーの有給休暇について、
「ある」事業所が９６社のうち６６．７％の６４社となっており、年平均の付与日数は
１２．９日となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると、「ある」事業所は０．３％減少しています。

区　　分

事
業
所
数

ある

な
い

無
回
答

ある ない

4

4

15

40

1

5

3

3

14

3

1

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの有給休暇制度 単位：社

無回答
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６６　パートタイマーの諸手当

パートタイマーの諸手当（複数回答）

社社 件 件 件 件 件 件 件 件 社 社

建設業 12 7 6 0 0 0 1 0 1 1 3 2

製造業 8 5 5 2 1 0 0 0 2 0 2 1

卸小売業 19 12 11 7 0 0 0 0 1 2 7 0

サービス業 56 48 28 9 4 0 1 0 0 4 5 3

その他 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 96 73 51 18 5 0 2 0 4 7 17 6 76.04%

76.0% - - - - - - - - 17.7% 6.3%

106 81 4 2 3 1 2 5 8 28 - ######

79.1% - - - - - - - - 20.9% -

内訳

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

　パートタイマーの諸手当については、「支給している」事業所が９６社のうち
７６.０％の７３社となっており、内訳は「通勤手当」が５１社と最も多くなって
います。
　平成２９年度調査時と比較すると、「支給している」事業所が３．１％減少し
ています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

通
勤
手
当

精
皆
勤
手
当

勤
続
手
当

家
族
手
当

住
宅
手
当

食
事
手
当

燃
料
手
当

そ
の
他

7

5

12

48

1

3

2

7

5

2

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの諸手当 

支給している 支給していない

単位：社

無回答
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６７　パートタイマーの諸制度

≪昇給制度・賞与・退職金≫

パートタイマーの諸制度

社社社社社社社社社社社社

建設業 9 4 5 3 10 4 6 2 10 0 10 2
製造業 7 1 6 1 7 2 5 1 7 0 7 1
卸小売業 19 6 13 0 19 4 15 0 19 1 18 0
サービス業 54 28 26 2 53 13 40 3 51 2 49 5
その他 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0
合計 96 40 50 6 96 24 66 6 96 4 84 8
割合 - 41.7% 52.1% 6.3% - 25.0% 68.8% 6.3% - 4.2% 87.5% 8.3%

※H29調査時合計 112 59 53 － 107 30 77 － 104 10 94 －
※H29調査時割合 - 52.7% 47.3% － - 28.0% 72.0% － - 9.6% 90.4% －

昇給制度 賞　　与 退 職 金

25.00%

28.04%

　パートタイマーの昇給制度については｢ある」が９６社のうち４１．７％の４０社、賞与
については「支給している」が９６社のうち２５．０％の２４社、退職金については「支
給している」が９６社のうち４．２％の４社となっており、平成２９年度調査時と比較す
ると、それぞれ１１．０％減少、３．０％減少、５．４％減少となっています。

区　　分
事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

4

1

6

28

1

5

6

13

26

3

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

昇給制度 

4

2
4

13

1

6

5
15

40

2

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業
卸小売業

サービス業

その他

賞与

0

0

1

2

1

10

7

18

49

2

1

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

退 職 金 

支給して

いる

支給して

いない

ある

ない

支給して

いる

支給して

いない

単位：社

単位：社

単位：社

無回答

無回答

無回答
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６８　パートタイマーの社会保険・労働保険加入状況

パートタイマーの社会保険加入状況

社社社社社社社社

建設業 12 4 5 3 12 3 6 3

製造業 8 3 3 2 8 3 3 2

卸小売業 19 14 3 2 19 14 3 2

サービス業 56 30 17 9 56 30 17 9

その他 1 1 0 0 1 1 0 0

合計 96 52 28 16 96 51 29 16

割合 - 54.2% 29.2% 16.7% - 53.1% 30.2% 16.7%

健康保険 厚生年金保険

　パートタイマーの健康保険の加入状況については、「対象者は全員加入」している事業所は
９６社のうち５４．２％の５２社となっています。
　パートタイマーの厚生年金保険の加入状況については、「対象者は全員加入」している事業
所は９６社のうち５３．１％の５１社となっています。

区　　分
事
業
所
数

対
象
者
は

全
員
加
入

加
入
し
て
い
な
い

対
象
者
が
い
る

無
回
答

事
業
所
数

対
象
者
は

全
員
加
入

加
入
し
て
い
な
い

対
象
者
が
い
る

無
回
答

4

3

14

30

1

5

3

3

17

3

2

2

9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

健康保険

対象者は全員加入 加入していない対象者がいる

単位：社

3

3

14

30

1

6

3

3

17

3

2

2

9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

厚生年金保険

対象者は全員加入 加入していない対象者がいる

単位：社

無回答

無回答
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パートタイマーの労働保険加入状況

社社社社社社社社

建設業 12 6 3 3 12 8 1 3

製造業 8 4 2 2 8 6 1 1

卸小売業 19 15 2 2 19 17 1 1

サービス業 56 39 13 4 56 41 11 4

その他 1 1 0 0 1 1 0 0

合計 96 65 20 11 96 73 14 9

割合 - 67.7% 20.8% 11.5% - 76.0% 14.6% 9.4%

雇用保険 労災保険

　パートタイマーの雇用保険の加入状況については、「対象者は全員加入」している事業所は
９６社のうち６７．７％の６５社となっています。
　パートタイマーの労災保険の加入状況については、「対象者は全員加入」している事業所は
９６社のうち７６．０％の７３社となっています。

区　　分
事
業
所
数

対
象
者
は

全
員
加
入

加
入
し
て
い
な
い

対
象
者
が
い
る

無
回
答

事
業
所
数

対
象
者
は

全
員
加
入

加
入
し
て
い
な
い

対
象
者
が
い
る

無
回
答

6

4

15

39

1

3

2

2

13

3

2

2

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

雇用保険

対象者は全員加入 加入していない対象者がいる

単位：社

8
6

17
41

1

1
1

1
11

3
1

1
4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
製造業

卸小売業
サービス業

その他

労災保険

対象者は全員加入 加入していない対象者がいる

単位：社

無回答

無回答
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６９　パートタイマーの健康診断実施状況

パートタイマーの健康診断実施状況

社 社 社 社 社 社

建設業 12 3 0 1 6 2

製造業 8 3 0 1 3 1

卸小売業 19 1 1 12 5 0

サービス業 56 15 0 27 12 2

その他 1 1 0 0 0 0

合計 96 23 1 41 26 5

24.0% 1.0% 42.7% 27.1% 5.2%

26 1 52 30 － #DIV/0!

23.9% 0.9% 47.7% 27.5% －

割合

※H29調査時合計

※H29調査時割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

　パートタイマーの健康診断については、「採用時に実施し、定期健康診断も実施」
している事業所が９６社のうち２４．０％の２３社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると「採用時に実施し、定期健康診断も実施」してい
る事業所は０．１％増加しています。

区　　分

事
業
所
数

採
用
時
に
実
施

し
、
定
期
健
康

診
断
も
実
施

採
用
時
の
み

実
施

定
期
健
康
診
断

の
み
実
施

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

3

3

1

15

1

1

1

1

12

27

6

3

5

12

2

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの健康診断実施状況 

採用時に実施し、

定期健康診断も実施
採用時のみ実施

定期健康診断のみ実施 実施していない

単位：社

無回答
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７０　パートタイマーの正規従業員への登用制度

パートタイマーの正規雇用への登用制度

社 社 社 社 社

建設業 12 3 0 7 2

製造業 8 2 0 5 1

卸小売業 19 5 4 10 0

サービス業 56 17 15 21 3

その他 1 1 0 0 0

合計 96 28 19 43 6

29.2% 19.8% 44.8% 6.3%

41 23 47 －

36.9% 20.7% 42.3% －

割合

※H29調査時平均

※H29調査時割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

　パートタイマーの正規従業員への登用制度については、「制度があり、実績もあ
る」事業所が９６社のうち２９．２％の２８社となっています。
　平成２９年度調査時と比較すると「制度があり、実績もある」事業所は５．０％減
少しています。

区　　分

事
業
所
数

制
度
が
あ
り
、

実
績
も
あ
る

制
度
が
あ
り
、

実
績
は
な
い

制
度
が
な
い

無
回
答

3

2

5

17

1

4

15

7

5

10

21

2

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの正規従業員への登用制度 

制度があり、実績もある

 

 

制度があり、実績はない

制度がない

単位：社

制度がない
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７１　無期転換ルールの認知度

無期転換ルールの認知度

社社社社社

建設業 23 8 4 8 3

製造業 13 6 3 3 1

卸小売業 22 9 3 10 0

サービス業 61 34 9 15 3

その他 1 1 0 0 0

合計 120 58 19 36 7

48.3% 15.8% 30.0% 5.8%割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

  無期転換ルールについて、「内容を知っている」事業所が１２０社のうち４８．３％
の５８社、「名前は知っている」事業所が１５．８％の１９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

内
容
を
知
っ
て
い
る

名
前
は
知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

8

6

9

34

1

4

3

3

9

8

3

10

15

3

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

無期転換ルールの認知度

内容を知っている 名前は知ってい

る
知らない

単位：社

無回答
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７２　無期雇用転換対象の有期雇用従業員

無期雇用転換対象の有期雇用従業員数

社社社社社

建設業 23 2 14 3 4

製造業 13 3 6 3 1

卸小売業 22 7 13 1 1

サービス業 61 15 35 7 4

その他 1 0 1 0 0

合計 120 27 69 14 10

22.5% 57.5% 11.7% 8.3%割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％
にならない場合があります。

  無期転換ルールについて、１２０社のうち、労働契約が通算５年を超え、無期
雇用転換の対象になる有期雇用従業員がいる事業所は２２．５％の２７社となっ
ています。

区　　分

事
業
所
数

い
る

い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

2

3

7

15

0

14

6

13

35

1

3

3

1

7

4

1

1

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

無期雇用転換対象の有期雇用従業員数

いる いない わからない

単位：社

無回答
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７３　無期転換ルールの周知について

無期転換ルールの周知

社社社社社社

建設業 23 2 2 1 0 18

製造業 13 1 0 2 0 10

卸小売業 22 3 1 2 4 12

サービス業 61 14 2 7 1 37

その他 1 0 0 0 0 1

合計 120 20 5 12 5 78

16.7% 4.2% 10.0% 4.2% 65.0%割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１０
０％にならない場合があります。

  無期雇用転換の対象になる有期雇用従業員がいる事業所１２０社のうち無期
転換ルールの周知を「すでに周知した」は１６．７％の２０社、「これから周
知予定」は４．２％の５社、「周知しない」は１０．０％の１２社、「わから
ない・未定」は４．２％の５社となっています。

区　　分

事
業
所
数

す
で
に
周
知
し
た

こ
れ
か
ら
周
知
予
定

周
知
し
な
い

わ
か
ら
な
い
・
未
定

無
回
答

すでに周知した これから周知予定

周知しない

わからない・未定

2

1

3

14

2

1

2

1

2

2

7

4

1

18

10

12

37

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

無期転換ルールの周知について 単位：社

無回答
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７４　働き方改革の取り組み内容

働き方改革の取り組み内容（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 20

製造業 12

卸小売業 20

サービス業 56

その他 1

計 109

長
時
間
労
働
の
是
正

非
正
規
と
正
社

員
の
格
差
是
正

在
宅
勤
務
・
テ
レ

ワ
ー
ク
の
導
入

健
康
経
営
の
促
進

副
業
・
兼
業
の
承
認

女
性
の
登
用
・

活
用
の
促
進

高
齢
者
の
登
用
・

活
用
の
促
進

外
国
人
の
登
用
・

活
用
の
促
進

有
給
休
暇
、
育
児

休
暇
、
介
護
休
暇

の
取
得
促
進

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

12 2 0 4 0 1 8 1 12 2

8 3 0 4 3 3 3 0 10 1

14 2 1 4 4 3 4 1 6 1

32 7 0 11 7 11 11 0 15 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

67 14 1 23 14 18 26 2 43 4

割合 61.5% 12.8% 0.9% 21.1% 12.8% 16.5% 23.9% 1.8% 39.4% 3.7%

　働き方改革の取り組み内容として、「長時間労働の是正」が６７社で最も多く、次
いで「有給休暇、育児休暇、介護休暇の取得促進」が４３社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

長時間労働の是正,
 70

非正規と正社員の格差是正,
 17

在宅勤務・テレワークの導入,
 2

健康経営の促進, 23副業・兼業の承認, 14

女性の登用・活用の促進,
 22

高齢者の登用・活用の促進,
 28

外国人の登用・活用の促
進,
 2

有給休暇、育児休暇、介護休暇
の取得促進,

 45

その他, 4

働き方改革の取り組み内容
単位：社
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７５　外国人労働者（正社員・従業員）の雇用

外国人労働者（正社員・従業員）の雇用

区分

事
業
所
数

社

建設業 0

製造業 2

卸小売業 0

サービス業 1

その他 0

計 3

中
国
（
男
）

中
国
（
女
）

ベ
ト
ナ
ム
（
男
）

ベ
ト
ナ
ム
（
女
）

韓
国
（
男
）

韓
国
（
女
）

フ
ィ
リ
ピ
ン
（
男
）

フ
ィ
リ
ピ
ン
（
女
）

そ
の
他
（
男
）

そ
の
他
（
女
）

合
計

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 1 0 1 0 0 0 2 5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 1 1 1 0 1 0 0 0 2 8

割合 25.0% 12.5% 12.5% 12.5% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 100.0%

　正社員・従業員の外国人労働者を雇用している事業所は３社で、「中国（男）」及び「そ
の他（女）」で２人、「中国（女）」、「ベトナム（男）」、「ベトナム（女）」及び「韓
国（女）」がそれぞれ１人となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

0

1

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

外国人労働者（正社員・従業員）の雇用）
単位：人

中国（男） 中国（女） ベトナム（男） ベトナム（女） 韓国（男）

韓国（女） その他（男）フィリピン（男） フィリピン（女） その他（女）

-86 -



７６　外国人労働者（技能実習生）の雇用

外国人労働者（技能実習生）の雇用

区分

事
業
所
数

社

建設業 1

製造業 0

卸小売業 0

サービス業 0

その他 0

計 1

中
国
（
男
）

中
国
（
女
）

ベ
ト
ナ
ム
（
男
）

ベ
ト
ナ
ム
（
女
）

韓
国
（
男
）

韓
国
（
女
）

フ
ィ
リ
ピ
ン
（
男
）

フ
ィ
リ
ピ
ン
（
女
）

そ
の
他
（
男
）

そ
の
他
（
女
）

合
計

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

割合 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

　技能実習生の外国人労働者を雇用している事業所は１社で、「フィリピン（男）」が１人と
なっています。
　なお、季節従業員及び臨時・パートとして外国人労働者を雇用している事業所は０社となって
います。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。
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７７　技能実習制度の形態

技能実習制度の形態

区分

事
業
所
数

社

建設業 1

製造業 2

卸小売業 0

サービス業 1

その他 0

計 4

企
業
単
独
型

団
体
監
理
型

無
回
答

社 社 社

0 1 0

2 0 0

0 0 0

0 0 1

0 0 0

2 1 1

割合 50.0% 25.0% 25.0%

　外国人労働者を雇用している事業所４社のうち技能実習制度が「企業単独型」は
５０．０％の２社、「団体監理型」は２５．０％の１社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

企業単独型 団体監理型

0

2

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

技能実習制度の形態 単位：社

無回答
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７８　今後の外国人労働者の雇用

今後の外国人労働者の雇用

区分

事
業
所
数

無
回
答

社 社

建設業 23 8

製造業 13 2

卸小売業 22 3

サービス業 61 10

その他 1 1

計 120 24

20.0%

引
き
続
き
雇
用
し
た
い

今
後
雇
用
し
た
い

検
討
中

未
定

雇
用
す
る
予
定
は
な
い

社 社 社 社 社

1 0 0 7 7

1 1 1 3 5

0 1 2 6 10

1 5 10 14 21

0 0 0 0 0

3 7 13 30 43

割合 2.5% 5.8% 10.8% 25.0% 35.8%

　外国人労働者について「引き続き雇用したい」または「今後雇用したい」事業所は
１２０社のうち８．３％の１０社で、「検討中」は１０．８％の１３社、「未定」ま
たは「雇用する予定はない」は６０．８％の７３社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

引き続き雇用したい 検討中今後雇用したい

未定 雇用する予定はない

1

1

0

1

0

0

1

1

5

0

0

1

2

10

0

7

3

6

14

0

7

5

10

21

0

8

2

3

10

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の外国人労働者の雇用
単位：社

無回答
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７９　外国人労働者を雇用しない理由

外国人労働者を雇用しない理由（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 15

製造業 9

卸小売業 18

サービス業 41

その他 1

計 84

手
続
き
が
煩
雑

言
葉
な
ど
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
不
安

制
度
が
よ
く
わ

か
ら
な
い

外
国
人
に
関
わ
ら

ず
新
規
雇
用
の
予

定
が
な
い

適
し
た
業
務
が

な
い

雇
用
す
る
こ
と
に

漠
然
と
し
た
不
安

が
あ
る

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社

4 8 4 1 3 6 3

5 8 2 1 1 4 0

1 6 2 6 3 5 1

5 21 4 7 10 5 8

0 0 0 0 1 0 0

15 43 12 15 18 20 12

割合 17.9% 51.2% 14.3% 17.9% 21.4% 23.8% 14.3%

　外国人労働者を雇用しない理由として最も多い回答は「言葉などのコミュニケーションの
不安」が全体の５１．２％に当たる４３社で、次いで「雇用することに漠然とした不安があ
る」が２３．８％の２０社、「適した業務がない」が２１．４％の１８社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

手続きが煩雑 制度がよくわからない言葉などのコミュニケーション

の不安

外国人にかかわらず新

規雇用の予定がない
適した業務がない

4

5

1

5

0

8

8

6

21

0

4

2

2

4

0

1

1

6

7

0

3

1

3

10

1

6

4

5

5

0

3

0

1

8

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

外国人労働者を雇用しない理由
単位：社

雇用することに漠然とした

不安がある
その他
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